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序     文 

 
インドネシア共和国は、国家開発の重要な柱である人材育成を図るため、教育の機会拡大、教育の

質の向上、教育行政の改善の 3 点を重視しています。なかでも教育の質向上を目的に、2005 年新た

に国民教育省内に「教職員資質改善総局」を立ち上げました。また、2001 年に地方分権化を一斉導

入したものの、いまだに地方での教育行政システムが安定しておらず、対応策を急いでいます。これ

ら教育政策の改革に伴い、同国政府は 2004年、教員研修の改善を目的とする技術協力を要請してき

ました。これを受けて JICAは、2006年 5月から 2年半にわたる技術協力プロジェクト「前期中等理

数科教員研修強化」（SISTTEMS）を実施しました。 

本プロジェクトの前身となる技術協力プロジェクト「初中等理数科教育拡充計画」（IMSTEP）が1998

年から5年間実施され、インドネシア教育大学（UPI）・マラン国立大学（UM）・ジョグジャカルタ国

立大学（UNY）の3大学の理数科教育学部で学部教育の拡充を行いました。その成果として、教員養

成課程のシラバス全面改訂や教科書・実験指導書・機材取扱書等の作成が行われました。さらに2003

年から2年間、フォローアップ協力が行われ、3大学の周辺のパイロット校（普通中学校・高校）にお

いて、大学教員がモデル授業を実施するほか、授業研究を通じた教授法改善のための指導を行いまし

た。この結果、大学やパイロット校の教員の意識の変化や教授能力の向上、生徒の成績向上という成

果が上がりました。   

 一方でインドネシアには独自の教科別現職教員研修（MGMP）が存在していたものの、地方分

権化の混乱なども加わり、その研修が各県で効果的に運営されていない状況が問題となっています。   

 本プロジェクトでは、これら協力にかかわった 3大学と教育現場の連携により、今までの IMSTEP、

フォローアップ協力の成果を活かしつつ、MGMP を県内の郡・地区レベルで再編し、授業研究とい

うアプローチを導入したMGMPの再活性化と、MGMPのモデルとしての確立を目指し、行政と教育

現場の両面から協力活動を行いました。 

 今般、JICA は本プロジェクトの協力期間終了を控え、プロジェクト活動実績の整理・確認を行う

とともに、今後の協力を行ううえでの教訓・提言を取りまとめることを目的とし、終了時評価調査を

実施しました。 

 本報告書は終了時評価結果を取りまとめたもので、今後の本プロジェクトの成果の展開に広く活用

されることを願うものです。 

 最後に、これまでの本プロジェクトの実施にあたり、ご協力いただいた内外の関係者各位に対し、

心から感謝の意を表します。 

 

平成 21年 4月 

 

独立行政法人国際協力機構 

インドネシア事務所 

所長 坂本 隆 
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写     真 

 
スメダン第 4中学校での授業研究（公開授業） 

 
スメダン第 4中学校での授業研究（参加者がグループ学習を観察） 

 
スメダン第 4中学校での授業研究（公開授業を参加者がリフレクション） 



 

 

 
ジョグジャカルタ国立大学でヒアリング 

 
スメダン県教育局でヒアリング 

 
国民教育省にてミニッツ協議 

 



 

 

略  語  表 

略語（英語
もしくはイ
ンドネシア
語の略） 

正式名（英語もしくはインドネシア語） 日本語 

APBD Anggaran Pendapatan dan Belanja Daerah（Local 

Government Budget） 

地方政府予算 

DGHE Directorate General of Higher Education （国民教育省）高等教育総局 

DGQITEP Directorate General of Quality Improvement of 

Teachers and Education Personnel 

（国民教育省）教職員資質改善

総局 

FPMIPA Fakultas Pendidikan Matematika dan Ilmu 

Pengetahuan Alam（ Faculty of Mathematics and 

Science Education） 

理数科教育学部 

IMSTEP Indonesia Mathematics and Science Teacher Education 

Project 

インドネシア初中等理数科教

育拡充計画 

LPMP Educational Quality Assurance Institution 教育の質保証機関 

LPTK Lembaga Pendidikan Tenaga Kependidikan（Teacher 

Training Institution） 

教員養成大学 

MGMP Musyawarah Guru Mata Pelajaran（Subject Teacher 

Support Program for Secondary Schools） 

教科別現職教員研修 

MONE Ministry of National Education 国民教育省 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

RENSTRA Rencana Strategis Departemen Pendidikan Nasional

（National Educational Development Strategic Plan）

国家教育開発戦略 

SISTTEMS Strengthening In-service Teacher Training of 

Mathematics and Science Education at Junior and 

Secondary Level 

前期中等理数科教員研修強化

（プロジェクト） 

TIMSS Trends in International Mathematics and Science Study 国際理数科学力傾向調査 

TPK Tim Pengembangan SMP Kecamatan (Sub-district 

Junior Secondary School Development Team) 

郡中学校開発委員会 

UN Ujian Nasional（National Final Examination） 全国統一卒業試験 

UM Universitas Negeri Malang （ State University of 

Malang） 

マラン国立大学 

UNY Universitas Negeri Yogyakarta（State University of 

Yogyakarta） 

ジョグジャカルタ国立大学 

UPI Universitas Pendidikan Indonesia （ Indonesia 

University of Education） 

インドネシア教育大学 



 

 

評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：前期中等理数科教員研修強化プロジェクト 

（SISTTEMS） 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力 

所轄部署：JICAインドネシア事務所 協力金額（評価時点）：315,158 千円 

先方関係機関：国民教育省  教職員資質改善総局

(DGQITEP) 、対象県教育局 

日本側協力機関：なし 

協力期間 2006年 5月 1日 ～ 

2008年 10月 31日 

(2年半) 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国は、2008 年までに 9 年制義務教育の達成を目指しており、就学率の向上、質的

改善・学校運営強化などの課題を重視している。質的側面のうち、とりわけ理数科教育については深刻

な停滞が内外の識者によって指摘されている。同国政府は、教育分野の国家教育開発戦略（2005-2009

年）において、①教育機会の拡大、②教育の質の向上、③教育行政の改善－の 3点を最重要事項として

あげており、本プロジェクトは②の教育の質の向上に資する支援として位置づけられる。 

教育の質の向上に関しては、本プロジェクトの前身となる技術協力プロジェクト「初中等理数科教育

拡充計画」（IMSTEP）が 1998年から 5年間行われ、教員養成課程の向上に取り組んだ。インドネシア

教育大学（UPI）、マラン国立大学（UM）、ジョグジャカルタ国立大学（UNY）の 3 大学の理数科教育

学部（FPMIPA）の学部教育の拡充を目的に行われた。その成果として、教員養成課程のシラバス全面

改訂や教科書・実験指導書・機材取扱書等の作成が行われた。さらに大学と教育現場の効果的連携を通

じた授業改善と教員の指導力向上など、質的改善へ向けた取り組みが 2003年から 2年間、フォローア

ップ協力で展開された。 

一方で、現職教員の再訓練についてはインドネシアには独自の教科別現職教員研修（MGMP）が存在

していたものの、地方分権化の混乱なども加わり、その研修が各県で教員の技能向上の観点から効果的

に運営されていない状況が問題とされていた。 

 本プロジェクトでは、これら協力にかかわった 3大学と教育現場の連携により、今までの IMSTEP、

フォローアップ協力の成果を活かしつつ、MGMP の再活性化を図ることを目的としている。具体的に

は、従来県単位で行われていたMGMPを郡・地区レベルで再編し、授業研究というアプローチを導入

することで、新たなMGMPのモデルを確立し、行政と教育現場の両面から協力活動を行うものである。

 

１－２ 協力内容 

（１） 上位目標 

１） プロジェクト対象州（西ジャワ州、東ジャワ州、ジョグジャカルタ特別州）において、授業

研究を活かした教科別現職教員研修（MGMP）が教員の継続的な専門力量向上の形態として普及す

る。 

２） プロジェクト対象県において、生徒の理数科の学力が向上する。 

 



 

 

（２） プロジェクト目標 

プロジェクト対象県において、理数科教員の質向上に資する授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・

レベル）活動1のモデルが構築される。 

（３） アウトプット 

１） 中央とプロジェクト対象県の教育行政官が MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効性につい

て認識し、同活動に必要な行財政の措置を取る。 

２） プロジェクト対象県において、効果的な MGMP（ウィラヤ・レベル）活動が定期的に行われ

る。 

２－１） プロジェクト対象県において、MGMP活動のファシリテーターが育成される。 

２－２） プロジェクト対象県において、中学校の校長が MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効

性を認識し、同活動に必要な措置を取る。 

２－３） 理数科教員が授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動を通じて実践的な教

授能力を身につける。 

３） 授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のメカニズムが構築される。 

４） SISTTEMS2のバントゥル県緊急支援プログラム3のもと、郡教育委員会（TPK）と学校は活動

計画案を提出し、SISTTEMSの活動資金を用いて前期中等教育の再建・改善に資する活動を実施す

る。 

（４） 投入 

日本側 

・ 日本人専門家（総計 64.86M/M） 

・ 本邦研修（46名） 

・ 機材（ビデオカメラ、ハンディカム・ビデオカメラ、プロジェクター、コンピューター、プ

リンターなど）（2,261千円） 

・ 運営経費（主に研修活動の経費）（93,944千円） 

インドネシア側 

・ カウンターパート配置（プロジェクトディレクター、プロジェクトマネージャー、教職員資

質改善総局（DGQITEP）と県教育局からのカウンターパート、パートナー大学のインドネシ

ア教育大学（UPI）、マラン国立大学（UM）、ジョグジャカルタ国立大学（UNY）からのリソ

ースパーソン 

・ プロジェクト執務室の提供 

・ ローカルコスト（MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に必要な研修実施費用、交通費など）（86,018

千円） 

 

                                                  
1 ウィラヤ・レベルでの教科別現職教員研修（地区内の同じ教科の教員を集めて行う研修）のことを「MGMP（ウィ
ラヤ・レベル）活動」と表記する。ウィラヤとは、県下にある郡を 2郡から 3郡集めた地域的かたまりを指す。一方、
教科別現職教員研修グループは、単に「MGMP」と表記する。通常の教科別教員研修は県単位で行われるが、本プロ
ジェクトでは教科別教員研修を県より小さなウィラヤという地域単位で行うことを試行している。 
2 本プロジェクトの「前期中等理数科教員研修強化」（Strengthening In-service Teacher Training of Mathematics and Science 
Education at Junior and Secondary Level）の略称。 
3 2006年 5月に発生した中部ジャワ地震により甚大な被害を受けたバントゥル県にて、教育環境を再建するために実
施した。学校や地域がそれぞれの震災復興のための活動計画を提案し、それに対してプロジェクトチームガが活動資
金を割り当て、提案された活動を実施させた。 



 

 

２. 評価調査団の概要 

調査者 

片山 裕之（団長） JICAインドネシア事務所 次長 

水野 敬子（基礎教育） JICA人間開発部課題アドバイザー/国際協力専門員 

二瓶 直樹（比較分析） JICA人間開発部基礎教育 G基礎教育第一課 職員 

舘山丈太郎（協力企画） JICAインドネシア事務所 所員 

平川 貴章（評価分析） インテムコンサルティング（株）コンサルタント 

調査期間 2008年 5月 12日 ～ 2008年 5月 29日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

上位目標（1）：プロジェクト対象州（西ジャワ州、東ジャワ州、ジョグジャカルタ特別州）において、

授業研究を活かした教科別現職教員研修（MGMP）が教員の継続的な専門力量向上の形態として普及す

る。 

・ 現時点での、プロジェクト対象州の西ジャワ州、東ジャワ州、ジョグジャカルタ特別州における授

業研究を活かしたMGMP活動の普及状況は不明であり、事後調査による確認が必要である。 

上位目標（2）：プロジェクト対象県において、生徒の理数科の学力が向上する。 

・ 州内における対象県の順位は、以下に示すとおりである。 

スメダン県：西ジャワ州 25県中 9位（2005/06年） 7位（2006/07年） 

バントゥル県：ジョグジャカルタ特別州 5県中 2位（2005/06年） 2位（2006/07年） 

パスルアン県：東ジャワ州 38県中 9位（2005/06年） 7位（2006/07年） 

 

プロジェクト目標：プロジェクト対象県において、理数科教員の質向上に資する授業研究を活かした

MGMP（ウィラヤ・レベル）活動 のモデルが構築される。 

・ 授業研究を活かした MGMP 活動の①内容、②手法、③授業の準備・手配という観点から、MGMP

活動は教員によって非常に高く評価されており、対象県の教員による MGMP 活動に対する評価の

平均値は、8.61から 9.46に上昇した4。 

・ MGMP活動の有益性に関しても、①教科内容に関する知識、②教授法、③教員間での意見交換とい

う観点から、教員によってある程度高く評価されており、対象県の教員による MGMP 活動の有用

性に対する評価の平均値は、12.97から 13.32に上昇した5。 

・  

アウトプット 1：中央とプロジェクト対象県の教育行政官がMGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効性

について認識し、同活動に必要な行財政の措置を取る。 

・ 教育現場から最も近い県教育局関係者は全研修・ワークショップに参加してきたため、県教育局の

関与は極めて強いものであった。 

・ 各県教育局は、SISTTEMS終了後（2008年 10月以降）も授業研究を取り入れたMGMP（ウィラヤ･

レベル）活動を継続させることを表明している。 

アウトプット 2：プロジェクト対象県において、効果的なMGMP（ウィラヤ・レベル）活動が定期的に

行われる。 

                                                  
4 評価は 3から 12までの 10段階。回答者数はベースライン調査時が 88人、エンドライン調査時が 54人。 
5 評価は 3から 15までの 12段階。回答者数はベースライン調査時が 67人、エンドライン調査時が 54人。 



 

 

・ 各ウィラヤでは、隔週水・木曜日に数学、隔週土曜日に理科のMGMP活動を実施している。 

・ バントゥル県での第 3回ファシリテーター研修を除いて、各県 32人のMGMPファシリテーターの

うち 85％以上が各回のファシリテーター研修に出席した。 

・ MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の内容について理解した対象県内の校長の割合が、69.0％から 95.2％

（84名中）に向上した。MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加した対象県内の校長の割合は、42.9％

から 89.3％（84名中）に向上した。 

・ 教員がMGMP（ウィラヤ・レベル）活動に出席できるように、校長が学校の時間割を調整するよう

になった。 

「校長による時間割の調整が行われた」と回答した対象県内の校長の割合は 98.4％。 

「校長による時間割の調整が行われた」と回答した対象県内の教員の割合は 97.8％。 

・ 教員が MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に出席できるように、校長は交通費を支払うようになっ

てきた。 

「教員に交通費を支払う」と回答した対象県内の校長の割合は 97.9％。 

「教員に交通費を支払う」と回答した対象県内の教員の割合は 95.1％。 

・ 理数科の MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加した対象県内の理数科教員の割合が、43.2％か

ら 87.6％に増加した。MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加した対象県内の理科教員の割合は

48.9％から 90.2％、数学教員の割合も 37.7％から 85.2％に増加した。 

・ 対象 3 県において、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動にかかわる 69.5％の理数科教員が、少なく

とも 1回は公開授業や反省会（リフレクション）を行った。 

アウトプット 3：授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のメカニズムが構築される。 

・ 2 つのガイドラインを、JICA 専門家チームが現在作成中である。MGMP ガイドラインである「教

科別現職教員研修のための実施ガイドライン」では、授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベ

ル）活動による経験や結果を踏まえ、計画－実践－反省（Plan-Do-See）のプロセスが説明されてい

る。また、ガイドラインには、関係者・機関の役割やその責務、MGMP活動に関連する課題が記載

されることになっている。 

・ MGMP モニタリング・評価ガイドラインである「教科別現職教員研修モニタリングと評価のため

のガイドライン」に関しては、授業研究に関するモニタリング・評価ガイドラインが各大学によっ

て独自に作成された。今後、JICA 専門家チームはそれらをレビューし、大学側と協議を進めて

MGMP活動をモニタリング・評価する上で適切な指標を設定し、ガイドラインを開発することにな

っている。 

アウトプット 4： SISTTEMS のバントゥル県緊急支援プログラムのもと、郡教育委員会（TPK）と学

校は活動計画案を提出し、SISTTEMSの活動資金を用いて前期中等教育の再建・改善に資する活動を実

施する。 

・ 2006年 9月 25日に全 106中学校・15郡教育委員会（TPK）に総額 30億ルピアの資金配賦を行っ

た。配賦金は計画された活動（校舎・施設の修繕、緊急教室の建設、教科書の調達、トラウマカウ

ンセリング関連活動など）に適切に支払われ、提案された全活動は概ね順調に実施された。提案さ

れた全活動の終了には遅延が生じたものの、2007年 3月末には全活動が完了した。 

 

 



 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１） 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は以下の理由から高かったと判断される。 

インドネシアの教育分野に関する開発戦略との整合性 

プロジェクトの方向性は、国民教育省により策定された教育分野の国家教育開発戦略（MONE 

RENSTRA 2005-2009）の内容と合致している。この開発計画では、①教育機会の拡大、②教育の質の

向上、③教育行政の改善の 3点を最重要事項として挙げており、本プロジェクトは、教員や学校関係者

の能力開発を通じて②の教育の質の向上に資する支援として位置づけられている。 

 

日本の援助政策との整合性 

プロジェクトの概念は、外務省の対インドネシア国別援助計画（2004年 11月）の内容と整合してい

る。同計画では、3つの重点分野の 1つに「民主的で公正な社会づくりのための支援」を掲げており、

その中の「貧困削減」でうたわれている「教育」では、9年義務教育の体制のもと、就学率の向上、教

員の能力向上、教育運営方法の改善を目指すことがうたわれている。 

プロジェクトの方向性は、日本政府により発表された「成長のための基礎教育イニシアティヴ」

（BEGIN、2002年 6月）の内容と整合性がある。BEGINで提示されている 3つの重点分野の 1つに「教

育の質向上への支援」が掲げられている。 

JICAインドネシア事務所による平成 18年度版 JICA国別事業実施計画（2006年 12月）には、8つの

プログラムが明記されており、そのうち本プロジェクトは「シビルミニマム・MDGs支援プログラム」

に位置づけられている。 

 

（２） 有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から高いと判断される。 

プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト対象県において、授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のモデルが徐々

に構築されてきた。その結論を支える理由として、以下の 2点が挙げられる。最初に、上記の実績で示

すとおり、授業研究を活かしたMGMP活動の①内容、②手法、③授業の準備・手配という観点から、

MGMP 活動は、教員によって非常に高く評価されており、プロジェクトで設定された目標値も既に達

成されている。次に、MGMP 活動の有用性に関しても、①教科内容に関する知識、②教授法、③教員

間での意見交換という観点から、教員によってある程度高く評価されていることが分かる。目標値はま

だ達成されていないものの、MGMP 活動を継続するための努力を積み重ねていけば、プロジェクト終

了時までに目標値が達成されると考えられる。 

 

・ MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効性 

MGMP（ウィラヤ・レベル）活動は、①開催校までの距離、②ウィラヤ内での理数科教員数という観

点から、極めて有効であるといえる。距離に関しては、ウィラヤ区域内での学校間の距離は、県内での

それと比較してかなり短くなった。理数科教員数については、授業研究を活かしたMGMP活動に重点

的に取り組むためには、各ウィラヤ内での理数科教員数は適切な数であるといえる。全理数科教員は研

修機会を均等に確保できるため、ウィラヤ・レベルでの教科別現職教員研修グループ（単にMGMPと



 

 

いう）を編制し、教科別現職教員研修を行うことは極めて効果的な仕組みであると判断することができ

る。このような仕組みは、教員が継続的に専門能力を向上させていく上でも有用であると考えられる。

 

・ 授業研究の有効性 

リフレクションの際、教員は公開授業に出席している関係者からの意見やコメントを得ることによ

り、授業を改善するように取り組んできている。このように、授業研究は教員が専門的能力を継続的に

向上させていく上でも有効な活動と考えられる。授業研究は他の研修手法とは異なり、個別の教員に対

するものではなく、教員間の共同作業のもと進めていく形態を取っているため、全教員がそのプロセス

に参加するように奨励されている。 

教員は、授業研究を通じて、学習プロセスに参加していない生徒に対しても配慮するようになってい

る。以前は、生徒がなぜ理解できないのか理解しようともしなかったが、今では、生徒がなぜ理解でき

ないのか理解するようになり、教員の意識や態度が大きく変わってきた。 

 

（３） 効率性 

本プロジェクトの投入は、効率的にプロジェクト活動とアウトプットに転換された。 

アウトプットの状況 

・ 校長のMGMP（ウィラヤ・レベル）活動に関する認識の向上 

校長の理解、イニシアティヴ、支援がなかったら、授業研究の活動を継続することは極めて困難であ

ることから、より良い学校運営とより高い質の教育を実現するために、校長向けの学校運営研修を実施

した。校長が自ら公開授業を参観し、リフレクションに参加する経験を得たことで、授業研究の効果に

ついて校長自身が理解し、必要な交通費や時間割調整に配慮することにより、理数科教員がMGMP活

動に出席できるように努力していくことが期待される。 

 

・ 理数科教員の実践的な教授能力の向上 

理数科教員は、授業研究を通じて大学のリソースパーソンや他の教員から新たな知識を習得すること

により、実践的な教授能力を向上させることができた。MGMP 活動に参加した理数科教員の注目すべ

き変化は、校長により監督されること、ミスを犯すこと、不明な点があるとき同僚に尋ねることなどに

対して戸惑いを感じなくなってきたことである。教員は同僚と団結することにより問題を共有し、その

解決に向けて取り組むことができるようになってきた。さらに、最近では、授業内容を充実させるため

に、教員同士で集まり、学校環境に応じた創造的な指導用教材を作成するようになった。 

授業方法に関しては、以前であれば一方的に指導科目を教えるだけであったが、今では、どのように

生徒が学び、どのように教員が生徒を支援するかについて考えるようになった。また、双方向の対話を

通じて、教員の考え方が徐々に変わりつつある。生徒にとって最良の方法を模索するように心掛けてお

り、生徒の行動を分析する観察力が鋭くなってきた。 

したがって、生徒を指導することに対して、教員は高い意欲、熱意および精神をもって励んでおり、

教員の意識改革は徐々に現れてきているといえる。 

 

 

 



 

 

投入と活動の関係 

・ 日本人専門家の配置状況 

全体的には、日本人専門家は、プロジェクトにより策定された要員計画に沿って適切に配置された。

しかしながら、各対象校で行われている授業研究を観察し、パートナー大学のリソースパーソンや現場

の教員に直接アドバイスするためには、専門家は 24の主幹校（ホームベース校）、全校型授業研究を行

っているパイロット校、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の開催校（対象 3県内の 67郡には約 320校

が配置されている）を巡回しているのが現実であり、専門家の全体的な人月数（M/M）は十分ではなか

った。 

 

・ 本邦でのカウンターパート研修 

本邦でのカウンターパート研修の参加者は、授業研究に関する概念や先進的な取り組みを学ぶことが

できたため、研修は極めて効果的であったといえる。研修候補者は、インドネシア側との綿密な協議で

選定され、国民教育省（1名）、各県教育局（3名）、各パートナー大学（3名）、ならびに各県の校長と

教員 1名ずつ（6名）という構成であった。 

日本の小中学校で行われている実際の「授業研究」を学んだことは、研修員にとって非常に有意義な

研修内容であったといえよう。 

 

（４） インパクト 

本プロジェクト実施により以下のようなインパクトが認められる。 

上位目標達成の見込み 

・ 授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動の普及 

授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の普及という観点から、以下のような展望が

見込まれる。 

- MGMP フォーラムは、授業研究の展開方法を紹介するために、対象 3 県の近隣県を対象に開催さ

れた。近隣県の県教育局の指導主事、校長、コア教員が MGMP フォーラムに参加し、授業研究を

実施する意欲が高まってきていると思われる。 

- 教員の 4つの能力（教授法、専門性、人格、社交性）を判定する資格認証制度のポートフォリオ評

価は 10 項目から構成されており、そのうち 8 項目は授業研究の特性に関係したものである。ポー

トフォリオ評価の各項目を完了すれば、教員の給与は 2倍になるが、農村部であればさらに 3倍に

跳ね上がることになっている。研修コースに参加すれば、教員はその研修の修了証書を取得するが、

その修了証書は特定の「項目」の一部として加算されることになっている。したがって、授業研究

に参加する教員の意欲が全国的に広がっていくことが期待できる。 

- インドネシア教育大学（UPI）は、①授業研究の研究開発、②授業研究の水準と質の向上、③授業

研究に関する出版物の提供とその普及活動－などを行うために、「インドネシア授業研究センター」

を設置する構想を持っている。その構想は UPIの学長を通じて高等教育総局（DGHE）に伝えられ

てはいるが、その構想の実施に関してはまだ決定されていない。そのセンターが UPI内に設置され

れば、授業研究の研究機関として卓越したものになるであろう。 

 

 



 

 

・ 生徒の理数科学力の向上 

プロジェクト開始前、生徒は教員からの一方的な説明を受け、公式などを暗記するだけの授業であり、

周りの生徒と比較して、数名の生徒のみが良い成績を収めるような状況であった。しかしながら、プロ

ジェクト開始後、生徒に変化が表れてきた。彼らは、グループディスカッションを通じて理数科に対す

る理解を深めるようになり、多くの生徒の姿勢や態度が以前よりも積極的になってきた。公式の丸暗記

ではなく、公式の導き方そのものを理解しようと努めており、これは生徒にとって大きな前進である。

教員の考え方や教え方が、授業研究を通じて徐々に変わってきた。教員が生徒に指導する際、具体的

で容易な事例から抽象的で複雑な事例へと段階を踏んで説明・指導するようになってきた。以前の授業

形態と比較しても、生徒は授業に遅れずについていけるようになった。このように、生徒にとって授業

研究は極めて効果的であるため、将来的には、生徒の理数科の学力が向上する見込みは高いと考えられ

る。 

 

（５） 自立発展性 

本プロジェクトの関係当局によって人材と財源が適切に確保されれば、自立発展性は見込まれるであ

ろう。 

組織能力 

・ 将来的な要員配置の見通し 

プロジェクト終了後、授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のアドバイザーとして、

県教育局の指導主事（スクールスーパーバイザー）が、パートナー大学のリソースパーソンの後を引継

ぐことが期待されている。しかしながら、校長や教員は、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動のアドバイ

ザーとして、指導主事の技量や能力に疑問を抱いている。特にリフレクションにおいて、パートナー大

学のリソースパーソンが、モデル教員に向けて適切なコメントをしてきたように、指導主事が適切なコ

メントを提供できるかどうかは不安視されている。 

インドネシア国内の他地域に向けて授業研究を普及させていくためには、MGMP ファシリテーター

（コア教員）の数が十分ではない。他地域における多くの学校が、将来的に授業研究を取り入れようと

する場合、授業研究の内容を正しく伝えられる指導能力を持つ教員数は十分ではない。結果的に、中身

のない授業研究が誤解を生んだまま広まり、それらの学校で教えられることが危惧される。 

 

・ 今後の教育の質保証機関の役割 

教育の質保証機関（LPMP）は国民教育省傘下の現職教員研修機関であり、本プロジェクトにおいて

は、授業研究を観察することが期待されている。LPMPは授業研究の考え方や内容に関しては理解して

いるものの、実際に授業研究をどのように活用していくかについては十分に理解しているとはいえな

い。LPMP講師は、もっと頻繁に各校で開催されている授業研究に参加していくとともに、授業研究の

講師としてパートナー大学で授業研究を学ぶ必要がある。しかしながら、LPMP講師が、授業研究に出

席するためには、県教育局と学校から正式なレター、あるいは彼らの上司の許可が必要である。将来的

には、躊躇することなく授業研究に出席できるように、今後の LPMP講師の役割や活用方法について、

LPMP所長と協議することが重要である。 

 

 



 

 

授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のための予算措置 

・ 対象県教育局の財政状況 

対象県教育局は以下の表に示すように、日常の授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活

動のための予算を確保するように努めていることが認識される。2006 年度以降、バントゥル県とパス

ルアン県での県教育局予算は増加してきた。しかしながら、スメダン県においては、県政府の全体予算

が 30％減少したため、県教育局の予算も小額ずつ減ってきている。財政的に厳しい状況から鑑みると、

スメダン県教育局は、本プロジェクト活動に関する予算をできるだけ多く確保するように努めている。

したがって、対象 3県教育局は、予算確保の取り組みや授業研究への強い関与という観点から、MGMP

（ウィラヤ・レベル）活動を今後も継続していくことが期待できる。 

 

表：対象3県におけるMGMP活動のための地方政府予算（2006-2008年度） 単位：(x 1,000) Rp.  

 2006年度 2007年度 2008年度 合 計 

スメダン県 115,000 111,000 (-4.3%) 110,500 (-0.5%) 335,500

バントゥル県 60,000 67,500 (12.5%) 100,000 (48.1%) 227,500

パスルアン県 75,000 90,000 (20.0%) 199,000 (121.1%) 364,000
（出所）プロジェクトチームにより抽出・収集されたデータ。 
（注1）カッコ内のパーセンテージは、前年度と比較した予算の増減を表す割合である。 
（注2）2008年度は、各県教育局により見積られた予算である。 
（注3）インドネシアの予算年度は、1月1日から12月31日までとなっている。 

 

・ MGMP（ウィラヤ・レベル）活動のための予算措置 

授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の費用は、国民教育省の教職員資質改善総局

（DGQITEP）から県教育局、最終的には学校へ配賦されることになっている。 

県教育局は、地方政府予算（APBD）を通じてMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のための予算を計上

している。また、県教育局が学校運営予算の基準を設定したため、各学校では授業研究の内容を学校運

営予算に反映させることになっている。したがって、各学校は県教育局の承認を得るために、授業研究

の内容を学校運営予算に盛り込む必要がある。このように、各学校は、将来的に学校運営予算やその他

の資金を通じて、授業研究を活かしたMGMP活動のための予算を確保することが見込まれている。 

プロジェクト終了後、全校型授業研究のパイロット校は、その活動に必要な予算（具体的には、指導

用教材、交通費、軽食など）を確保することになっている。県教育局が、全校型授業研究のための資金

を配賦できない場合には、生徒の両親で構成されるコミュニティ委員会や学校運営予算が主要な財源と

して考えられる。 

パートナー大学に関しては、残念なことに、高等教育総局（DGHE）からの財政支援が 2008 年 1 月

から停止しており、授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に悪影響を及ぼしている。

しかしながら、教職員資質改善総局（DGQITEP）は、授業研究の普及を目的として、対象 3 州（ジョ

グジャカルタ特別州、西ジャワ州、東ジャワ州）の LPMPを通じて、パートナー大学に 10億ルピアの

活動資金を配賦することになっている。 

 

 

 



 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ 2006年 5月 27日に発生したジャワ島中部地震は、ジョグジャカルタ州や中部ジャワ州に甚大な被

害を及ぼした。当初予定していたプロジェクトの枠組みに沿いながら、その計画内容を一部変更し

て 2006年 9月から 2007年 3月までバントゥル県緊急支援プログラム（アウトプット 4）を実施す

ることとなった。その方法として、技術協力プロジェクト「地方教育行政改善計画」（REDIP）で

活用されていたプロポーザル型活動費支援の方式を有効に活用することができたため、プロジェク

トはその変更に対して柔軟に対応し、これらの活動を効率的に完了させることができた。 

・ 国民教育省は、授業研究そのものを非常に高く評価しており、教育の質改善において有効な授業研

究を現場に普及させることが重要であるとの認識を示したため、運営指導調査以降、各県 2校のパ

イロット校を選定し、全校型授業研究を試行するように計画内容を変更した。結果的には、全校型

授業研究を通じて、パイロット校には好ましい効果が発現した。最初に、学校内の全教員が公開授

業を行うため、今まで異なる研修に参加してきた教員とともに、経験や知識を共有できるようにな

った。また、教員は他の先生からのコメントに従って弱点を克服してきたため、授業を行う自信を

持つようになった。さらに、理数科教員だけによって授業研究が行われる場合、教科内容そのもの

に引きずられる傾向があるが、様々な教科の担当教員が同時に授業研究に参加すれば、「生徒の学

びに基づく授業研究」という根本命題に到達しやすくなる。最後に、正の効果として、学校とその

近隣のコミュニティ間の信頼関係が構築されてきたといえる。多くの関係者や教育者がパイロット

校に訪問してきたため、近隣のコミュニティは学校に対して大きな関心を寄せており、評判もよく

なってきている。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

前プロジェクト「インドネシア初中等理数科教育拡充計画」（IMSTEP）を通じて、パートナー大学の

数理学部長をはじめとするリソースパーソンとの信頼関係や協力関係が既に構築されていた。JICA 専

門家チームが学校現場で行われている授業研究に常時出席できるわけではないため、専門家チームに代

わりパートナー大学のリソースパーソンが対象校を訪問し、授業研究を観察した。高等教育総局

（DGHE）からの予算は不十分であったにもかかわらず、パートナー大学は、対象校にリソースパーソ

ンを派遣し続けた（インドネシア教育大学 80名以上、マラン国立大学約 40名、ジョグジャカルタ国立

大学約 30名）。これこそが、IMSTEPにより引き継がれたもっとも価値のあるリソースである。パート

ナー大学からこのような支援がなかったら、本プロジェクトが成功に至ることはなかったであろう。 

 

３－４ 問題点と問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ プロジェクトの各目標（上位目標、プロジェクト目標、アウトプット）と指標で示す数値目標の整

合性が低く、指標で掲げられている数値が、必ずしもプロジェクトの各目標の達成度を示すわけで

はなかった。例えば、指標 1-1では、少なくとも 1名のプロジェクト関係当局（DGQITEP、州教育

局、県教育局）の行政官が各研修やワークショップに参加すると記載されているが、1 度だけ参加

できなかったために、その目標が達成されなかったという結論が出されれば、それは誤った判断で

あろう。指標 1-2-2では、対象県教育局におけるMGMP活動の予算が少なくとも 5％増加すると示



 

 

されているが、これに関しても「5％」増加しなかったからといって、必要な行財政措置が取られ

なかったとは判断し難い。したがって、本プロジェクトでは、指標の数値が目標値に到達しなかっ

たとしても、各目標が達成されなかったとは言い難い部分がある。 

・ 「実施プロセス」で記載したように、本プロジェクトにおいて、各パートナー大学は極めて重要な

役割を担っているにもかかわらず、プロジェクト･デザイン･マトリックス（PDM）の「プロジェク

トの要約」には、そのことが一切記載されていない（上位目標を維持する「外部条件」と「投入」

のみ記載）。したがって、プロジェクトデザインという観点からいえば、アウトプットや活動にお

いて、パートナー大学との連携をうたうような記述をするべきであったと考えられる。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 高等教育総局からの極めて限定的な予算と比較して、あまりにも多数の対象校（300 校以上）が存

在する。したがって、パートナー大学のリソースパーソンによる支援活動は、自発的な活動（ボラ

ンティア）に近いともいえる。また、パートナー大学から多数のリソースパーソンが、授業研究の

ために学校へ派遣されているため、大学における自らの講義時間に影響を及ぼすおそれがある。 

・ MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に出席できなかった教員がいた。その理由には、①教員を派遣す

るための学校予算が不足していたこと（特に、私立校の出席率は公立校のそれよりも低い）、②も

との指導科目が理数科ではなかったこと（すなわち、理数科を指導する自信がない）、③開催校ま

での距離が離れていたこと－が挙げられる。ある学校では、教員の絶対数が不足しているため、理

数科教員も他の科目を指導しなければならないこともあり、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に出

席することができなかった。 

 

３－５ 結論 

本評価調査を通じて、本プロジェクトは概ね所期の成果を収めたことを確認した。PDM に定義され

た活動、成果、プロジェクト目標は概ね達成されている。本プロジェクトで試行したMGMPの再編や

授業研究の導入は、いずれもインドネシア側（国民教育省、州・県教育局、教員）により効果的である

との評価を受けており、教員の教授能力の向上、生徒と教員（学校）との関係改善などの効果が見られ

る。また、各関係機関のコミットメントにより、ウィラヤ・レベルでのMGMPや授業研究に対する予

算面・制度面での支持は強固であるといえる。しかしながら、授業研究を真に理解し、的確なリフレク

ションを行える人材は大学講師や各県教員の中でも限られており、今後の自立発展に向けてさらに核と

なる人材の育成が求められる。 

 本プロジェクトの特筆すべき事柄として、パートナー大学の役割が挙げられる。担当科目の教科知

識が不足している教員が多い理数科において、大学講師陣によるMGMPのファシリテーション・モニ

タリングは単に授業研究の PDS サイクルの定着のみならず、教員の教科能力の向上にも貢献した。本

プロジェクトにおけるパートナー大学が果たした役割は大きく、プロジェクトサイトにおける定着や

全国レベルでの展開にあたり、大学と行政（特に国民教育省）との連携を引き続き強化、改善してい

くことが重要である。 

 

 

 



 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）コアとなる人材の能力開発 

日本人専門家はパートナー大学と協働で、本プロジェクトを広く関係者に広報する機会を設けること

を、国民教育省の各総局（教職員資質改善総局、初等中等教育総局、高等教育総局）と連携することが

求められる。特に各総局とは、具体的なフォローアップ活動や可能な連携体制に関して調整が必要とな

る。 

 教職員資質改善総局は専門家チームと協働で、2008 年 7 月までに今後のフォローアップ活動に関す

る戦略を準備する。それにより、プロジェクト期間終了までには、専門家チームからの支援を開始でき

るよう必要な調整を行うことが可能になる。 

 

（２）授業研究の効果的な実施のための制度的財政的な基盤の整備と強化 

パートナー大学、州・県教育局、教育の質保証機関（LPMP）との協働、財政的な説明責任と透明性

の強化に対する対応が必要である。 

 

（３）授業研究の他科目（理数科以外）への適用 

州・県教育局は、授業研究を理数科以外の科目へ応用していくにあたり、パートナー大学の理数科学

部以外の学部との連携を強化していくために率先した行動をとる必要がある。 

 

（４）国レベルの関係者間でグッドプラクティスや経験を共有すること 

将来的に対象となる学校や県は、プロジェクト対象県を訪問し、MGMP（ウィラヤ･レベル）や全校

型授業研究に関して、インドネシアの現場におけるグッドプラクティスを見て知ることが推奨される。

実際に参考となる現場を見ることが、MGMP（ウィラヤ･レベル）や全校型授業研究の実施方法をより

適切に理解することにつながる。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営

管理に参考となる事柄） 

（１）平等性と機会 

対象 3県にてウィラヤ･レベルでMGMPを編成したことで、これまで限られた教員が参加していた県

レベルのMGMPと異なり、アクセス可能な場所に研修の拠点が形成され、全教員が定期的・継続的に

能力開発の機会を平等に提供された点、並びに全中学校（私立マドラサのみ自発的な参加）を対象とし

ている点は重要である。 

 

（２）クラスターとクラスター内でのコア学校の設置 

本プロジェクトでは、県を 8つの地区に分け、さらに地区ごとに幹事校を設置している。地区ごとで

教員の協働関係やネットワークが形成され、各幹事校は、単にMGMPの中心校となるだけではなく、

周辺校の教員の活動をモニタリングするなどの活動を行っている。このような形態により、幹事校は重

要な役割を担い、将来的にはリソース校的な存在にもなりうる可能性をもっている。 

 

 



 

 

（３）質保証のための学術機関の活用 

教育の質を改善するためには、行政による努力のみでなく、大学のような外部機関の協力により、行

政によって構築された研修制度の内容面や質の面において、専門的な知見を得ることは実用的かつ効果

的な方法である。行政と学術界の協働により、理論面と実用面での連携が促進され、双方にとって中長

期的に大きな利益が見込まれる。 

 

（４）各活動間の一貫性や関連性と多層にわたるステークホルダーへの働きかけ 

プロジェクトでの活動（校長研修、ファシリテーター研修、MGMPフォーラム、MGMP活動など）

は相互に密接に関連しており、各活動を並行して実施することで大きな効果を発現している。こうした

活動をとおして多層にわたる関係者（学校長から教員まで）に働きかけを行うことにより相乗効果を生

み出すことにつながる。 

 

（５）プロジェクト活動を地方政府の教育政策や学校開発計画へ取り込む 

自立発展性を確保するために、対象県では、地方政府の教育政策や学校開発計画にプロジェクト活動

を盛り込み、既存の資金源を利用することが確認された。県政府は校長に対して学校計画に教員が

MGMP（ウィラヤ･レベル）活動に参加するための計画を取り入れるように、校長会を通じてガイダン

スを行っている。このように、地方政府の教育政策や学校計画にプロジェクト活動の要素を盛り込むこ

とは、事業の継続性を確保するための重要な手段になっている。 
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－1－ 

第１章 終了時評価の概要 
 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

インドネシア共和国は、2008 年までに 9 年制義務教育の達成を目指しており、就学率の向上、質
的改善、学校運営強化などの課題を重視している。質的側面のうち、とりわけ理数科教育については
深刻な停滞が内外の識者によって指摘されている。同国政府は、教育分野の国家教育開発戦略
（2005-2009年）において、①教育機会の拡大、②教育の質の向上、③教育行政の改善－の 3点を最
重要事項としてあげており、本プロジェクトは②の教育の質の向上に資する支援として位置づけられ
る。特に教科別現職教員研修（Subject Teacher Support Program for Secondary Schools:インドネシア語
で MGMP）の再活性化を通じた教員の質の向上は、国民教育省の教職員資質改善総局（Directorate 

General of Quality Improvement of Teachers and Education Personnel: DGQITEP）の優先事項の 1つである。 
 本プロジェクトの前身となる技術協力プロジェクト「初中等理数科教育拡充計画」（Indonesia 

Mathematics and Science Teacher Education Project: IMSTEP）が 1998年から 5年間実施され、インドネ
シア教育大学（Indonesia University of Education: UPI）、マラン国立大学（State University of Malang: UM）、
ジョグジャカルタ国立大学（State University of Yogyakarta: UNY）の 3大学の理数科教育学部（Faculty 

of Mathematics and Science Education: FPMIPA）で学部教育の拡充を目的に行われた。その成果として、
教員養成課程のシラバス全面改訂や教科書、実験指導書、機材取扱書等の作成が行われた。   

 さらに大学と教育現場の効果的連携を通じた授業改善と教員の指導力向上など、質的改善へ向けた

取り組みが2003年から2年間、フォローアップ協力で展開された。具体的 には3大学の周辺のパイロ

ット校（普通中学校・高校）において、大学教員がモデル授業を実施するほか、授業研究を通じた教

授法改善のための指導を行った。この結果、大学やパイロット校の教員の意識の変化や教授能力の向

上、生徒の成績向上という成果をあげた。 

 一方でインドネシアには独自の教科別現職教員研修（MGMP）が存在していたものの、地方分権
化の混乱なども加わり、その研修が各県で効果的に運営されていない状況が問題とされていた。   

 本プロジェクトでは、これら協力にかかわった 3大学と教育現場の連携により、今までの IMSTEP、
フォローアップ協力の成果を活かしつつ、県内の郡・地区レベルで再編し、授業研究というアプロー
チを導入したMGMPの再活性化と、MGMPのモデルとしての確立を目指し、行政と教育現場の両面
から協力活動を行うものである。 

この度、本プロジェクトが 2008年 10月に実施期間を終えることから、これまでの活動状況や中間
評価時に示された提言・教訓に対する進捗状況を把握し、評価５項目の観点から評価を実施するとと
もに、今後に向けての提言・教訓を抽出することを目的に終了時評価調査団の派遣が計画された。 

 

 

１－２ 終了時評価調査の目的 

（１）これまで実施した協力活動全般について、当初計画に照らし、計画達成度（投入実績、活動 実
績、プロジェクト成果の達成状況）を把握する。 

（２）前項を踏まえたうえで、JICA 事業評価ガイドラインに沿って評価 5 項目の観点からプロジェ
クトの評価を行う。 

（３）評価結果から他のプロジェクトの形成、運営、評価等の参考となる教訓を導き出すとともに、
日本側とインドネシア側の今後の対応等につき提言を行う。 

（４）プロジェクトが支援している教育の質改善モデル（授業研究の導入、MGMP の再編）の定着
のための計画と他地域への拡大に向けたインドネシア側の今後の計画やイニシアティブについて確
認し、既に要請されている次期案件に向けた提言を行う。 
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１－３ 調査団構成 

担当分野 氏  名 所属 
団長/総括 片山 裕之 JICAインドネシア事務所 次長（現地参団） 
基礎教育 水野 敬子 JICA人間開発部課題アドバイザー／国際協力専門員 
比較分析 二瓶 直樹 JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育第一課 職員
評価分析 平川 貴章 インテムコンサルティング（株） 
協力企画 舘山 丈太郎 JICAインドネシア事務所 職員 

インドネシア側
団員 

Mr.Jawane Malau 
Mr.Agus Mohamad 

国民教育省 教職員資質改善総局訓練開発局 
同上 

（注）本終了時評価は、インドネシア側と日本側の合同評価調査という形で行った。 

 

 

１－４ 調査日程 

現地調査：平成 20年 5月 12日(月)～6月 4日(水) 
日付 曜日 時間 用務・訪問先等 
2008/5/12 月   （平川団員ジャカルタ着）  
2008/5/13 火 08:30- 

10:00- 
13:00- 

専門家チームとの協議 
国民教育省教職員資質改善総局 
専門家チームとの協議 

2008/5/14 水 07:00-0825 
10:30- 
13:00- 

ジャカルタ→マラン 
パンダアン第一中学校 
マラン国立大学 

2008/5/15 木 AM 
PM 

グンポル第二中学校（数学のMGMP視察） 
パスルアン県教育局  

2008/5/16 金 08:00-12:00 
19:55-20:45 

グラティ第二中学校（全校型授業研究） 
スラバヤ→ジョグジャカルタ 

2008/5/17 土  資料整理 
2008/5/18 日   資料整理 
2008/5/19 月 13:30- ジョグジャカルタ特別州教育局 

2008/5/20 火  書類整理（水野団員・二瓶団員ジャカルタ着） 

2008/5/21 水 08:30-12:30 
15:00-16:00 
16:00-18:00 

バントゥル県教育局 
ジョグジャカルタ国立大学学長表敬 
ジョグジャカルタ国立大学理数科学部 

2008/5/22 木 09:00-10:30 
10:45-13:00 

クロンプロゴ県教育局訪問 
クロンプロゴ県内の中学校（SPMN1 Wates）訪問 
ジョグジャ→ジャカルタ→バンドン 

2008/5/23 金 09:00-11:00 
01:20-01:50 
02:00-04:00 

西ジャワ州教育局訪問 
インドネシア教育大学副学部長表敬 
インドネシア教育大学理数科学部 

2008/5/24 土 09:00-12:30 
14:00-16:30 

スメダン県全校型授業研究視察（SMPN4 Sumedang） 
スメダン県教育局との協議 

2008/5/25 日  書類整理 
2008/5/26 月 09:00- スメダン県内の中学校視察（SMPN1 Jatinagor） 

スメダン→ジャカルタ 
2008/5/27 火 AM 

01:00- 
資料作成 
団内協議 
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2008/5/28 水 10:00-12:00 
PM 

国民教育省とM/M協議 
団内協議・資料作成 

2008/5/29 木 10:00-11:00 
14:00-15:30 

大使館報告 
JICAインドネシア事務所報告 
ジャカルタ発 

2008/5/30 金  
10:00-11:00 

水野団員・平川団員日本着 
国民教育省とM/M署名 

2008/5/31 土  資料整理 
2008/6/1 日  資料整理 
2008/6/2 月  JBICとの打合せ 
2008/6/3 火  宗教省との協議 

ジャカルタ発 
2008/6/4 水  二瓶団員日本着 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

 

２－１ 背景 

インドネシアは、2008年までに 9年制義務教育の達成を目指しており、就学率の向上、質的改善・
学校運営強化などの課題 を重視している。質的側面のうち、とりわけ理数科教育については深刻な
停滞が内外の識者によって指摘されている。同国政府は、教育分野の国家教育開発戦略（2005-2009

年）において、①教育機会の拡大、②教育の質の向上、③教育行政の改善－の 3点を最重要事項とし
てあげており、本プロジェクト協力は②の教育の質の向上に資する支援として位置づけられる。特に
教科別現職教員研修（MGMP）の再活性化を通じた教員の質向上は、国民教育省の教職員資質改善
総局（DGQITEP）の優先事項の 1つである。   

 本プロジェクトの前身となる技術協力プロジェクト「初中等理数科教育拡充計画（IMSTEP）」が
1998年から 5年間実施され、インドネシア教育大学（UPI）、マラン国立大学（UM）、ジョグジャカ
ルタ国立大学（UNY）の 3 大学の理数科教育学部の学部教育の拡充を目的に行われた。その成果と
して、教員養成課程のシラバス全面改訂や教科書、実験指導書、機材取扱書等の作成が行われた。   

 さらに大学と教育現場の効果的連携を通じた授業改善と教員の指導力向上など、質的改善へ向けた
取り組みが 2003年から 2年間、フォローアップ協力で展開された。具体的 には 3大学の周辺のパイ
ロット校（普通中学校・高校）において、大学教員がモデル授業を実施するほか、授業研究を通じた
教授法改善のための指導を行った。この結果、大学や他の学校の教員の意識の変化や教授能力の向上、
生徒の成績向上という成果をあげた。   

 一方でインドネシアには独自の教科別現職教員研修（MGMP）が存在していたものの、地方分権
化の混乱なども加わり、その研修が各県で効果的に運営されていない状況が問題とされていた。   

 本プロジェクトでは、これら協力にかかわった 3大学と教育現場の連携により、今までの IMSTEP、
フォローアップ協力の成果を活かしつつ、県内の郡・地区レベルで再編し、授業研究というアプロー
チを導入したMGMPの再活性化と、MGMPのモデルとしての確立を目指し、行政と教育現場の両面
から協力活動を行うものである。 

 

 

２－２ 協力期間 

2006年 5月～2008年 10月（2.5年間） 

 

 

２－３ 対象サイト 

西ジャワ州スメダン県（全 26郡） 

ジョグジャカルタ州バントゥル県（全 17郡） 

東ジャワ州パスルアン県（全 24郡） 

 

 

２－４ ログフレーム 

 本プロジェクトでは、プロジェクト開始前に 2006年 1月 18日付けの合意議事録（R/D）に基づき、
コンサルタント調達に必要な業務指示書が作成された。しかし、コンサルタント専門家がインドネシ
アに着任した 2006年 5月 27日に起きた中部ジャワ地震で対象サイトの 1つであるバントゥル県が甚
大な被害を受けたため、契約内容を変更し、バントゥル緊急復興プログラムを実施した。本活動は
R/D締結時に日イ双方で合意したログフレームであるプロジェクト･デザイン・マトリックス（Project 
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Design Matrix: PDM）には記載がない。その他、評価指標が不明確なものもあり、2007年 7月に派遣
された運営指導調査団がインドネシア側と協議を行い、PDM を改訂した。改訂後の PDM は以下の
とおり。 

 

 改訂 PDM 

上位目標 プロジェクト対象州（西ジャワ州、東ジャワ州、ジョグジャカルタ特別州）に
おいて、授業研究を活かした教科別現職教員研修（MGMP）が教員の継続的な
専門力量向上の形態として普及する。 

プロジェクト対象県において、生徒の理数科の学力が向上する。 

プロジェクト目
標 

プロジェクト対象県において、理数科教員の質向上に資する授業研究を活かし
たMGMP（ウィラヤ・レベル）活動1のモデルが構築される。 

成果 (1) 中央とプロジェクト対象県の教育行政官がMGMP（ウィラヤ・レベル）活
動の有効性について認識し、同活動に必要な行財政の措置を取る。 

(2) プロジェクト対象県において、効果的なMGMP（ウィラヤ・レベル）活動
が定期的に行われる。 

2-1プロジェクト対象県において、MGMP活動のファシリテーターが育成され
る。 

2-2 プロジェクト対象県において、中学校の校長が MGMP（ウィラヤ・レベ
ル）活動の有効性を認識し、同活動に必要な措置を取る。 

2-3 理数科教員が授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動を通
じて実践的な教授能力を身につける。 

(3) 授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のメカニズムが構築
される。 

(4) SISTTEMSのバントゥル県緊急支援プログラムのもと、郡教育委員会（TPK）
と学校は活動計画案を提出し、SISTTEMS の活動資金を用いて前期中等教
育の再建・改善に資する活動を実施する。 

 

改訂のポイントは以下のとおり。 

・ 中部ジャワ地震により甚大な被害を受けたバントゥル県にて、教育環境を再建するために実施し
た緊急支援プログラムを反映させるために、成果 4と活動 4-1から 4-7を追加した。 

・ 県単位で実施されているMGMPとプロジェクトで実施しているMGMPを区別するために、MGMP

という言葉の後に「ウィラヤ」という言葉をカッコにて挿入した。 

・ ベースライン調査やエンドライン調査により得られる具体的な分析結果を指標面に加えた。 

・ 日本人専門家の投入内容を実際の投入にあわせて変更した。 

・ MGMP のガイドラインとモニタリング・評価ガイドラインは将来的に他地域へ MGMP を普及す
るためにも、MGMPを構成する 1つのセットとして作成する必要があるため、成果 3を変更し、
さらに活動 2-7を 3-1として整理した。 

・ プロジェクトに深く関与する 3大学は PDM上、インドネシア側投入となっていることから、「リ
ソース機関としての 3大学」を前提条件から外部条件と位置づけを変更した。 

 

 

 

                                            
1 ウィラヤ・レベルでの教科別現職教員研修のことを「MGMP（ウィラヤ・レベル）活動」と表記する。一方、教科
別現職教員研修グループは、単に「MGMP」と表記する。 
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第３章 評価結果 
 

 

３－１ 実績の確認 

 

３－１－１ 上位目標 

上位目標 1 

プロジェクト対象州（西ジャワ州、東ジャワ州、ジョグジャカルタ特別州）において、授業研究を
活かした教科別現職教員研修（MGMP）が教員の継続的な専門力量向上の形態として普及する。 

指標 

(1) 2013 年までにプロジェクト対象州の 30％の県・市が、授業研究を活かした教科別現職教員研
修（MGMP）を実施する。 

 

上位目標 1の達成度を測定するために、この指標が設定された（詳細はミニッツ添付資料 1の実績

グリッド参照）。現時点では、目標値は達成されていないと考えられる。したがって、近い将来、対

象州の何県が授業研究を活かしたMGMP活動を実施しているかについて、目標値に準じて確認する

必要がある。 

 

上位目標 2 

プロジェクト対象県において、生徒の理数科の学力が向上する。 

指標 

(1) 2006年から 2011年まで、プロジェクト対象州内において対象県生徒の数学の全国統一卒業試
験（UN）のランクが向上する。 

 

上位目標 2 の達成度を測定するために、上記指標が設定された。2007/08 年の全国統一卒業試験

（National Final Examination: UN）の結果がまだ発表されていないため、最新の結果は 2006/07年の順

位となっている。州内における対象県の順位は、以下に示すとおりである（ミニッツ添付資料 1の実

績グリッド参照）。 

・ スメダン県：西ジャワ州 25県中 9位（2005/06年） 7位（2006/07年） 

・ バントゥル県：ジョグジャカルタ特別州 5県中 2位（2005/06年） 2位（2006/07年） 

・ パスルアン県：東ジャワ州 38県中 9位（2005/06年） 7位（2006/07年） 

 

したがって、この指標は、同順位を含め 2011年まで継続的に達成されることが期待される。 

 

３－１－２ プロジェクト目標 

プロジェクト目標 

プロジェクト対象県において、理数科教員の質向上に資する授業研究を活かした MGMP（ウィラ
ヤ・レベル）活動のモデルが構築される。 

指標 

(1) プロジェクト対象県の「MGMP 活動に対する評価値（MGMP 活動の内容・手法・アレンジに
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関する教員の評価の平均値）」（3-12 のスケール上の数値）が、ベースライン調査時の 8.61 か
ら 9.062（エンドライン調査時）に増加する。 

(2) プロジェクト対象県の「MGMP活動の便益値（教科内容に関する知識、教授法、教員間での意
見・考えの交換に関する教員の評価の平均値）」（3-15のスケール上の数値）が、ベースライン
調査時の 12.97から 13.57（エンドライン調査時）に増加する。 

 

このように、プロジェクト目標の達成度を測定するために 2つの指標が設定された。実際のデータ

は、実績グリッドに記されている（詳細はミニッツの添付資料 1参照）。指標（1）は既に達成された。

対象県の教員によるMGMP活動に対する評価の平均値は、8.61から 9.46に上昇した。一方、対象県

外（同州内）の教員による同評価の平均値は、8.72 から 8.76 という極僅かな変化しか見られなかっ

た。 

現段階では、指標（2）は達成されていない。対象県の教員による MGMP 活動の便益値に対する

評価の平均値は、12.97 から 13.32 に上昇した。一方、対象県外（同州内）の教員による同評価の平

均値は、現実には 12.94から 12.61に減少した。したがって、対象県外の教員による平均値と比較す

ると、数値的には約 2.7％の増加が表れているため、ある程度高い評価が与えられるであろう。 

 

３－１－３ アウトプット 

アウトプット 1 

中央とプロジェクト対象県の教育行政官が MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効性について認
識し、同活動に必要な行財政の措置を取る。 

指標 

(1)  少なくとも 1名の指定された関係者（国民教育省、州教育局、県教育局）行政官が各研修及
びワークショップに出席する。 

(2-1) 対象県にて授業研究を取り入れたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動を実施するための県教育
局の関与が明確に提示される。 

(2-2) 対象県におけるMGMP活動に対する予算が、2006年から 2008年にかけて、少なくとも 5％
増加する。 

(3)  国民教育省が、授業研究を取り入れた MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の実施・普及につい
ての関与を明確に提示する。 

 

アウトプット 1の達成度を測定するために、4つの指標が設定されている（詳細はミニッツ添付資

料 1の実績グリッド参照）。指標（1）は達成されなかったものの、上記指標の 3者のうち、教育現場

から最も近い県教育局関係者は全研修・ワークショップに参加してきたため、県教育局の関与は極め

て強いものであったといえよう。一方、国民教育省と州教育局の出席率は、好ましいものではなかっ

た。同省に関しては、職員が多忙であるため、研修やワークショップに毎回出席できるとは限らない。

少ない職員で業務を行っているため、他業務との兼ね合いにより、出席できないことがある。さらに、

対象 3県は、ジャカルタからかなり離れている。このような観点から判断すれば、国民教育省は可能

な範囲で、研修やワークショップに参加するように努めているといえる。 

州教育局に関しては、2001 年の地方分権化後、小中高校の運営管理責任は県・市教育局に移管さ

れた。結果として、州教育局の主な業務は、州内の県・市教育局の調整や政策指導となった。また、

                                            
2 目標値は、ベースライン調査時の数値から 5％増（この場合、0.45ポイントの増加）に到達するように設定された。
すなわち、8.61 + 0.45 = 9.06 という計算のうえ、設定されたものである。 
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バントゥル県を除き、今回の対象県は 2つとも州都からかなり離れており、州教育局が容易に参加で

きる距離ではない。 

以下に記すように、指標（2-1）は対象 3県において達成された。 

＜スメダン県＞ 

・ 県教育局は、SISTTEMS 終了後（2008 年 10 月以降）も授業研究を取り入れた MGMP（ウィラ

ヤ）活動を継続させることを明確に表明している。理数科以外の教科に対して授業研究を取り入

れることも検討している。 

＜バントゥル県＞ 

・ 県教育局は、SISTTEMS 終了後（2008 年 10 月以降）も授業研究を取り入れた MGMP（ウィラ

ヤ）活動を継続させることを表明している。 

＜パスルアン県＞ 

・ 県教育局は、SISTTEMS 終了後（2008 年 10 月以降）も授業研究を取り入れた MGMP（ウィラ

ヤ）活動を継続させることを明確に表明している。2008 年度には授業研究を高校レベルに普及

させること、理数科以外の教科に対して授業研究を取り入れることを検討している。 

 

バントゥル県とパスルアン県において、指標（2-2）は達成された。スメダン県においては、県政

府の全体予算が 30％減少したため、県教育局の予算も徐々に減ってきている。しかしながら、スメ

ダン県教育局は、本プロジェクト活動に関する予算をできるだけ多く確保するように努めている。特

に初年度に関しては、他 2県の教育局と比較しても、より多額な予算を確保してきた。 

＜スメダン県＞ 

2006年度：115,000,000ルピア 

2007年度：111,000,000 ルピア（-4.3%） 

2008年度：110,500,000 ルピア（-0.5%） 

＜バントゥル県＞ 

2006年度：60,000,000 ルピア 

2007年度：67,500, 000 ルピア（12.5%） 

2008年度：100,000,000 ルピア（48.1%） 

＜パスルアン県＞ 

2006年度：75,000,000 ルピア 

2007年度：90,000,000 ルピア（20.0%） 

2008年度：199,000,000 ルピア（121.1%） 

（注）カッコ内のパーセンテージは、前年度と比較した予算の増減を表す割合である。 

 

国民教育省に関する指標（3）は達成された。具体例を以下に示す。 

・ 教職員資質改善総局（DGQITEP）は、対象 3州の LPMPに対して、2008年度のブロックグラン

ト3予算のうち約 20％を授業研究の普及を目的とした活動に充てるように指示した。 

・ DGQITEPは、2008年 10月の SISTTEMS終了後、授業研究活動を西スマトラ、東カリマンタン、

ゴロンタロ各州に普及することを検討している。 

                                            
3 MGMP等への配賦金のこと。 
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・ DGQITEP局長は、度々強いコミットメントを表明している。 

 

アウトプット 2 

プロジェクト対象県において、効果的なMGMP（ウィラヤ・レベル）活動が定期的に行われる。
指標 

(1) 対象県において理数科のMGMP（ウィラヤ・レベル）活動が月 2回開催される。 

 

アウトプット 2 の達成度を測定するために、上記指標が設定された（詳細はミニッツ添付資料 1

の実績グリッド参照）。以下の理由から指標（1）は達成されたと判断する。 

＜スメダン県＞ 

各対象県を 8つのウィラヤに分けることにより、各ウィラヤでは、隔週水曜日に数学、隔週土曜日

に科学のMGMP活動を実施している。 

＜パスルアン県＞ 

各ウィラヤでは、隔週木曜日に数学、隔週土曜日に科学のMGMP活動を実施している。各ウィラ

ヤは、MGMP活動を通じて「授業計画」の策定、授業観察とリフレクションを合同で行っている。 

＜バントゥル県＞ 

各対象県を 8つのウィラヤに分けることにより、各ウィラヤでは、隔週木曜日に数学、隔週土曜日

に科学のMGMP活動を実施している。各ウィラヤは、MGMP活動を通じて「授業計画」の策定、授

業観察とリフレクションを行うことになっているが、スケジュールはウィラヤごとに異なっている。 

 

アウトプット 2-1 

プロジェクト対象県において、MGMP活動のファシリテーターが育成される。 

指標 

(1) 85％以上のMGMPファシリテーターが継続的に「ファシリテーター研修」に出席する。 

 

アウトプット 2-1の達成度を測定するために、上記指標が設定された（詳細はミニッツ添付資料 1

の実績グリッド参照）。バントゥル県での第 3回ファシリテーター研修を除いて、指標（1）は達成さ

れた。バントゥル県では、プロジェクト開始当初、ファシリテーター数が明確に設定されていなかっ

たため、第 3回ファシリテーター研修では招待状が適切に配布されなかった。 

 

アウトプット 2-2 

プロジェクト対象県において、中学校の校長が MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効性を認識
し、同活動に必要な措置を取る。 

指標 

(1) 対象校の 85％以上の校長が、学校運営研修に継続的に参加する。 
(2) 対象県において校内教員研修に関する教員による評価（「校内研修」に関する指標、3-15 のス
ケール上の数値）が、ベースライン調査時の 7.99からエンドライン調査時に 9.49へ増加する。

(3) 校長が、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効性と便益について理解し、MGMP（ウィラヤ・
レベル）活動に積極的に参加する。 

(4) 校長が学校の時間割を調整し、教員がMGMP（ウィラヤ・レベル）活動に積極的に参加できる
ようになる。 

(5) 校長は、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加するための交通費を教員に支払う。 
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アウトプット 2-2の達成度を測定するために、上記で示すような 5つの指標が設定された（詳細は

ミニッツ添付資料 1の実績グリッド参照）。指標（1）は達成されなかった。しかしながら、学校運営

研修への出席率が低い理由として、他の重要行事の日程との重複が考えられる。スメダン県では、現

在の会場が当初の会場からかなり離れたバンドンに移ってしまったという特殊な事情がある。 

現時点では、指標（2）は達成されていない。対象県の教員による校内教員研修に対する評価の平

均値は、7.99から 9.41に増加した。一方、対象県外（同州内）の教員による同評価の平均値は、8.79

から 8.82 になっており、増加はわずかであった。したがって、対象県外の教員による平均値の増加

分（0.03 ポイント）と比較すると、数値的には 1.42 ポイントの上昇が見られたため、ある程度高く

評価されるべきであろう。 

指標（3）は達成された。MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の内容について理解した対象県内の校

長の割合が、69.0％から 95.2％（84名中）に向上した。一方、対象県外（同州内）の校長の割合は、

76.2％（21 名中）と維持されたままであった。さらに、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加し

た対象県内の校長の割合は、42.9％から 89.3％（84名中）に向上し、対象県外（同州内）の校長の割

合は、57.1％から 61.9％（21 名中）と増加はわずかであった。このような結果から、MGMP（ウィ

ラヤ・レベル）活動への参加に対する対象県内の校長の強い意欲がうかがえる。 

指標（4）は達成された。以下に示す校長や教員への質問票調査の結果から、教員がMGMP（ウィ

ラヤ・レベル）活動に出席できるように、校長が学校の時間割を調整するようになったといえよう。 

・ 「校長による時間割の調整が行われた」と回答した対象県内の校長の割合は 98.4％。 

・ 「校長による時間割の調整が行われた」と回答した対象県内の教員の割合は 97.8％。 

 

指標（5）は達成された。以下に示す校長や教員への質問票調査の結果から、教員がMGMP（ウィ

ラヤ・レベル）活動に出席できるように、校長は交通費を支払うようになってきたといえよう。 

・ 「教員に交通費を支払う」と回答した対象県内の校長の割合は 97.9％。 

・ 「教員に交通費を支払う」と回答した対象県内の教員の割合は 95.1％。 

 

アウトプット 2-3 

アウトプット 2-3 

理数科教員が授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動を通じて実践的な教授能力を
身につける。 

指標： 

(1) 対象県における理数科MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加する教員の割合が、2005/06年
時の 43.2％から 2006/07年時 80％に増加する。 

(2) MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加する教員の平均参加回数が、2005/06年時におけるMGMP
（県レベル）活動の 0.9 回から 2006/07 年時における MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の 10
回に増加する。 

(3) 20％以上の理数科 MGMP 活動の教員が、公開授業とリフレクションを 2006/07 年に最低 1 回
実施する。 

 

アウトプット 2-3の達成度を測定するために、上記のとおり 3つの指標が設定された（詳細はミニ

ッツ添付資料 1 の実績グリッド参照）。指標（1）は達成された。理数科の MGMP（ウィラヤ・レベ

ル）活動に参加した対象県内の理数科教員の割合が、43.2％から 87.6％に増加した。MGMP（ウィラ
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ヤ・レベル）活動に参加した対象県内の理科教員の割合は 48.9％から 90.2％、数学教員の割合も 37.7％

から 85.2％に増加した。 

現時点では、指標（2）は達成されていない。MGMP活動に参加した対象県内の理数科教員の平均

参加回数は、県レベルでの 0.90回からウィラヤ・レベルでの 7.14回に増加した。一方、対象県外の

同回数は、1.72回から 2.63回に増加しただけであった（両回数とも県レベルでの MGMP活動）。し

たがって、対象県外での理数科教員の平均参加回数の増加分（0.91回）と比較すると、回数的には平

均で 6.24回も増えたため、ある程度高く評価されるべきであろう。 

指標（3）は達成された。対象 3県において、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動にかかわる 69.5％

の理数科教員が、少なくとも 1回は公開授業とリフレクションを行った。 

 

アウトプット 3 

授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のメカニズムが構築される。 

指標 

(1) MGMPガイドラインと教材がプロジェクト終了時までに開発される。 
(2) MGMP モニタリング・評価ガイドラインとツールがプロジェクト終了時までに開発される。

 

アウトプット 3の達成度を測定するために、上記のとおり 2つの指標が設定された。両ガイドライ

ンの開発は、JICA専門家チームにより予定どおり進行中である。最初のMGMPガイドラインの「教

科別現職教員研修のための実施ガイドライン」は現在作成中であり、以下に記す目的を有する。 

- 行政官がMGMPを改善する。 

- 学校管理職がMGMPを改善する。 

- 教員がMGMPを専門力量形成のために有効活用する。 

- 全関係者がMGMPを改善する上ですべきことを理解する。 

 

上記ガイドラインでは、授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動による経験や結果

を踏まえ、計画－実践－反省（Plan-Do-See）のプロセスが説明されている。ガイドラインには、関

係者・機関の役割とその責務、ならびにMGMP活動に関連する課題が記載されることになっている。 

MGMP モニタリング・評価ガイドラインの「教科別現職教員研修モニタリングと評価のためのガ

イドライン」に関しては、授業研究に関するモニタリング・評価ガイドラインが各大学によって独自

に作成された。今後、JICA専門家チームはそれらをレビューし、大学側と協議を進めてMGMP活動

をモニタリング・評価する上で適切な指標を設定し、ガイドラインを開発することになっている。 

 

アウトプット 4 

SISTTEMSのバントゥル県緊急支援プログラムのもと、郡教育委員会（TPK）と学校は活動計画案
を提出し、SISTTEMSの活動資金を用いて前期中等教育の再建・改善に資する活動を実施する。 

指標 

(1) 配賦された活動資金が、計画された活動へ適正に使用される。 
(2) 提案された全活動が 2007年 1月末までに終了する。 
(3) 配賦金を利用して以下の活動を行った学校の数 

- 校舎・設備の改修 
- 緊急教室の建設 
- 教室内備品の調達 



－12－ 

- 教科書・教材の調達 
- トラウマカウンセリング関連活動 

 

アウトプット 4の達成度を測定するために、上記の 3つの指標が設定された。以下の理由から、す

べての指標が達成されたといえるであろう。 

2006年 9月 25日に全 106校・15郡教育委員会（Tim Pendidikan Kecamatan: TPK）に総額 30億ルピ

アの資金配賦を行い、その翌週には各学校・TPK の口座に入金が確認された。資金配賦は、円滑に

完了させることができた。このように、配賦金は計画された活動に適切に支払われたといえるであろ

う。提案された全活動は概ね順調に実施された。提案された全活動の終了には遅延が生じたものの、

2007 年 3 月末には全活動が完了した。バントゥル県緊急支援プログラムの結果として、ジョグジャ

カルタ国立大学（UNY）と中学校の間に強い信頼関係が構築された。 

中学校は、配賦金を利用して以下の活動を行った。 

・ 校舎・施設の修繕（77校） 

・ 緊急教室の建設（7校） 

・ 教材・機材の調達（71校） 

・ 教科書の調達（58校） 

・ トラウマカウンセリング関連活動（12校） 

その他 

・ コンピューターの調達（59校） 

・ コンテスト（教科別、芸術、スポーツ、宗教）（43校） 

 

 

３－２ 投入 

（１）日本国側 

（ａ）人材配置 

日本人専門家は、以下のように派遣された（詳細はミニッツ添付資料 2の「日本人専門家の配置実
績表」参照）。 

・ 日本人専門家（総計64.86M/M） 

総括（現地 8.5M/M、国内 0.63M/M） 

副総括/地方教育行政（現地 7.37M/M、国内 0.3M/M） 

授業研究（現地 11.7M/M） 

数学教育（現地 4.86M/M、国内 0.06M/M） 

理科教育/学校運営（現地 6.0M/M、国内 0.1M/M） 

教育計画・評価（現地 8.4M/M, 国内 0.17M/M） 

教員研修運営（現地 12.2M/M、国内 1.17M/M） 

バントゥル県緊急支援プログラム1（現地 0.4M/M） 

バントゥル県緊急支援プログラム2（現地 3.0M/M） 

 

（ｂ）本邦カウンターパート研修 

日本での研修は、各年度、以下のような人数と期間で行われた（詳細はミニッツ添付資料 3の「本
邦カウンターパート研修（2006、2007年度）」参照）。 
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・ 2006年度：13名が2週間派遣 

・ 2007年度：13名が2週間派遣（先方政府負担で7名が追加派遣4） 

・ 2008年度：13名が2週間派遣予定（先方政府負担で1名が追加派遣予定5） 

 

（ｃ）機材 

機材は概ね適切に維持管理され活用されている（詳細はミニッツ添付資料 4の「供与機材の維持管

理リスト」参照）。以下、プロジェクトで調達した機材項目の一部を示す。 

2006年（US$19,104）と 2007年（US$556） 

・ ビデオカメラ 

・ ハンディカム・ビデオカメラ 

・ プロジェクター 

・ コンピューター 

・ プリンター 

・ その他 

 

（ｄ）運営経費（全体の運営経費は、ミニッツの添付資料 5参照） 

運営経費は、主に研修活動に費やされた。 

2006年：US$587,801 

2007年：US$146,964 

2008年：US$82,137（見込み） 

 

（２）インドネシア側 

（ａ）人材配置 

プロジェクトのカウンターパートは、以下のとおり配置された。 

・ プロジェクトディレクター 

・ プロジェクトマネージャー 

・ DGQITEPと県教育局からのカウンターパート 

・ 各パートナー大学（インドネシア教育大学、マラン国立大学、ジョグジャカルタ国立大学）から

のリソースパーソン 

 

（ｂ）プロジェクト執務室と設備の提供 

国民教育省、対象 3県教育局、各パートナー大学において、日本人専門家のプロジェクト執務室は

確保された。 

 

（ｃ）ローカル・コスト 

インドネシア側は、以下の費用を負担した。 

・ 国民教育省と対象県教育局によるMGMP（ウィラヤ・レベル）活動に必要な研修実施費用（ワー

                                            
4 追加として、JICA長期専門家の招待によるカウンターパート 1名と DGQITEPから派遣の 6名が、本邦カウンター
パート研修に参加した。したがって、訪日の合計人数は、20名である。 
5 追加として、カウンターパート 1名が、本邦カウンターパートに参加する予定である。 
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クショップ費用、交通費など含む） 

DGQITEP：総額 5,916,146,000ルピア6 

スメダン県教育局：総額 335,500,000ルピア7 

バントゥル県教育局：総額 227,500,000ルピア 5 

パスルアン県教育局：総額 364,000,000ルピア 5 

・ パートナー大学の関連人件費：年間 372,000,000ルピア8 

 

 

３－３ 実施プロセス 

活動計画表（PO）に沿って、プロジェクト活動は概ね順調に実施された（詳細はミニッツの添付

資料 6参照）。2006年 5月に発生した地震は、ジョグジャカルタ州や中部ジャワ州に甚大な被害を及

ぼしたため、協力期間中、プロジェクトの調整を一部行ったものの、バントゥル県緊急支援プログラ

ム（アウトプット 4）を通じて、プロジェクトは柔軟に修正・対応してきた。 

 

（１）授業研究のプロセス 

計画セッションでは、モデル教員が授業計画を作成し、授業方法、学習戦略、教材などについて他

の教員と相談しながら、授業計画の内容を詰めてきた。結果的に、各教員はより卓越した内容の授業

計画を用いて公開授業を行い、それに対して大きな自信を持つようになってきた。リフレクション・

セッションでは、各教員はパートナー大学のリソースパーソンや同僚から有益なコメントや助言を得

ることができた。このように、教員は自らの指導法に関する弱点を認識し、それらを克服するように

努めている。 

 

（２）プロジェクト活動の課題と問題点 

授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動を実施・継続していくためには、以下に示

すような課題がある。 

- 高等教育総局（DGHE）からの極めて限定的な予算と比較して、あまりにも多数の対象校（300

校以上）が存在している。したがって、パートナー大学のリソースパーソンによる支援活動は、

自発的な活動（ボランティア）に近いともいえる。 

- 2007 年度以降、高等教育総局からパートナー大学に対して、授業研究を活かした MGMP（ウィ

ラヤ・レベル）活動に必要な予算が確保されていない。 

- パートナー大学から多数のリソースパーソンが、授業研究のために学校へ派遣されているため、

大学における自らの講義時間に影響を及ぼすおそれがある。 

- パートナー大学から派遣されるすべてのリソースパーソンが、授業研究のアドバイザーとして

「授業を見る目」を備えているわけではない。 

- MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に出席できなかった教員がいた。その理由には、①教員を派遣

するための学校予算が不足していたこと（特に、私立校の出席率は公立校のそれよりも低い）、

                                            
6 2006年度の予算は含まれていない。 
7 2008年度は、各県教育局で見積もられた予算である。 
8 高等教育総局による 2006・2007年度の人件費は、事前調査の際に交わされたミニッツ（2005年 9月 1日）に明記
されており、費用分担計画として記されている。 
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②もとの指導科目が理数科ではなかったこと（したがって、理数科を指導する自信がない）、③

開催校までの距離が離れていたこと－が挙げられる。ある学校では、教員の絶対数が不足してい

るため、理数科教員も他の科目を指導しなければならないこともあり、MGMP（ウィラヤ・レベ

ル）活動に出席することができなかった。 

- 多くの学校が全校型授業研究の適用を試みる場合、授業研究を確実に理解し、適切な指導能力を

身につけた教員の数が十分にそろっているわけではない。このような状況のもと、全校型授業研

究の展開が進められれば、中身の薄い授業研究が誤解を生んだまま広まり、それらの学校で教え

られる可能性がある。 

 

（３）プロジェクト管理体制 

• モニタリングの仕組みとその方法 

① パートナー大学 

 MGMP（ウィラヤ・レベル）活動や全校型授業研究を定期的にモニタリングするために、各パー

トナー大学にはモニタリング・評価（Monitoring and Evaluation: MONEV）チームが配置されている。

モニタリング活動では、各 MONEV チームにより開発された計画－実践－反省（Plan-Do-See）のプ

ロセスから構成されるモニタリングシートが活用されている。MONEVチームは、校長、教員、生徒

に対してインタビューも行っている。 

② 県教育局 

 指導主事（スクールスーパーバイザー）が、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動や全校型授業研究

を定期的にモニタリングしている。彼らは、MGMP 活動や全校型授業研究を観察し、気付いた点に

対してコメントを出している。 

③ JICA専門家チーム 

 各対象県での活動予定に合わせ、専門家チームのメンバーが手分けをして、MGMP（ウィラヤ・

レベル）活動や全校型授業研究をモニタリングしている。このチームは、MGMP 活動や全校型授業

研究に出席し、気付いた点に対してコメントを出している。 

 

• コミュニケーションの仕組み 

プロジェクトの内容を共有し、進捗状況を確認するために、定例会議が毎月行われており（第 3

週の火曜日）、DGQITEP、LPMP、県教育局、パートナー大学、高等教育総局（必要に応じて）、JICA

専門家チームが主な参加者となっている。 

JICA専門家チームと各関係者間のコミュニケーションの流れを以下の図 1に示す。 
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図１ JICA専門家チームから各関係者・機関へのコミュニケーションの流れ 

 

 
図２ プロジェクトの運営組織図 
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第４章 評価 5項目 
 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下のような理由から高かったと判断される。 

 

（１）授業研究の必要性 

• 教員の行動変化 

プロジェクト開始前は、理数科教員同士でそれぞれの直面する問題を共有することができなかった

ため、教員はお互いに孤立していた状態であった。以前は、「勉強ができないのは、生徒の責任であ

る」、「教員の職責は生徒に教えることであり、理解させることではない」と考えていたが、プロジェ

クトを通じて、生徒を指導する教員の意欲が最近は高まってきた。より良い教員になるために、自ら

の心を開き、互いに助け合い、新しい指導方法を学ぶことに対して熱心に取り組むようになり、生徒

の学習プロセスに対しても強い関心を示すようになってきた。これは、授業研究が教員間、教員・生

徒間、生徒間という相互間の学習プロセスを推進させる役目を果たしてきたからである。 

以前、教員は既存の資料から授業計画を写していたが、今では、想像力を駆使した指導用教材（授

業計画、演習問題用紙など）を教員自身の手で作成できるようになった。これらの指導用教材を活用

することにより、さらなる自信を持てるようになった。 

ここで特筆すべき点は、教員は間違うことを恐れなくなってきたことである。これは、教員が自ら

の弱点を見つけ、新しい指導方法を吸収し、自らを向上させる上で、必要不可欠な要素であるといえ

よう。 

 

• 生徒の行動変化 

以前の生徒は、教員や友人に質問することをためらう傾向があったため、授業では教員の説明を黙

って聞いていることが多かったが、授業研究を通じて、生徒は積極的に授業に参加するようになった。

彼らは、積極的に学習プロセスに入り込み、他の生徒と協力して演習問題用紙（ワークシート）の課

題に取り組むようになった。さらに、自分の考えを他の生徒に伝えるとともに、周りの意見にも耳を

傾けることができるようになった。このように、生徒間でも積極的に対話が行われるようになり、彼

らの問題解決能力も向上してきた。このような生徒の変化が、教員に指導能力の向上を奨励し、彼ら

をやる気にさせている。 

 

（２）インドネシア国の教育分野に関する開発戦略との整合性 

• 国家教育開発戦略 2005-2009（教育分野） 

本プロジェクトの方向性は、国民教育省により策定された教育分野の国家教育開発戦略（MONE 

RENSTRA 2005-2009）の内容と合致している。この開発計画戦略では、①教育機会の拡大、②教育

の質の向上、③教育行政の改善－の 3点を最重要事項として挙げており、本プロジェクトは、教員や

学校関係者の能力開発を通じて②の教育の質の向上に資する支援として位置づけられている。 
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（３）日本の援助政策との整合性 

• 対インドネシア国別援助計画 

本プロジェクトの概念は、外務省の対インドネシア国別援助計画（2004年 11月）の内容と整合し

ている。対インドネシア国別援助計画では、3つの重点分野の 1つに「民主的で公正な社会づくりの

ための支援」を掲げており、その中の「貧困削減」でうたわれている「教育」では、9年義務教育の

体制のもと、就学率の向上、教員の能力向上、教育運営方法の改善を目指すことがうたわれている。

インドネシアで進められている地方分権化を踏まえつつ、基礎教育分野において、地方レベルでの教

育行政の改善、教育の質的向上（教員の質的向上、学校運営の改善など）、就学率の向上のための支

援が強調されている。 

 

• 成長のための基礎教育イニシアティブ 

本プロジェクトの方向性は、日本政府により発表された「成長のための基礎教育イニシアティブ

（BEGIN）」（2002年6月）の内容と整合性がある。BEGINで提示されている3つの重点分野の1つに「教

育の質向上への支援」が掲げられている。この重点分野には、以下に示す3種類の支援がある。 

①理数科教育支援 

- 理数科教員の養成と派遣 

- カリキュラム、教科書、教材などの開発 

②教員養成・訓練に対する支援 

- 教員養成校などにおける教員の養成 

- 専門家派遣、本邦研修などを通じた現職教員の能力向上に必要な訓練・研修 

③学校の管理・運営能力の向上支援 

- 地域住民の積極的な参加を通じた学校の管理・運営能力の向上 

 

• JICA国別事業実施計画 

JICA インドネシア事務所による平成 18 年度版 JICA 国別事業実施計画（2006 年 12 月）には、8

つのプログラムが明記されており、そのうち本プロジェクトは「シビルミニマム・MDGs支援プログ

ラム」に位置づけられている。この支援プログラムは、地方教育行政能力の強化、教育の質的改善、

教育機会の保障を目指しているため、本プロジェクトが目指すべき方向性と合致している。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から高いと判断される。 

 

プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト対象県において、授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動のモデルが

徐々に構築されてきた。その結論を支える理由として、以下の 2点が挙げられる。最初に、上記の実

績で示すとおり、授業研究を活かしたMGMP活動の①内容、②手法、③準備・手配－という観点か

ら、MGMP 活動は、教員によって非常に高く評価されており、プロジェクトで設定された目標値も

既に達成されている。次に、MGMP活動の有益性に関しても、①教科内容に関する知識、②教授法、

③教員間での意見交換－という観点から、教員によってある程度高く評価されていることが分かる。

目標値はまだ達成されていないものの、MGMP 活動を継続するための努力を積み重ねていけば、プ
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ロジェクト終了時までに目標値が達成されると考えられる。 

県教育局、校長、教員などへのインタビューによれば、彼らはプロジェクト目標の達成を支持して

おり、評価調査団により以下の項目に沿って、次のような情報とコメントが抽出された。 

 

＜MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の有効性＞ 

MGMP（ウィラヤ・レベル）活動は、①開催校までの距離、②ウィラヤ内での理数科教員数－と

いう観点から、極めて有効であるといえる。距離に関しては、ウィラヤ区域内での学校間の距離は、

県内でのそれと比較してかなり短くなった。理数科教員数については、授業研究を活かした MGMP

活動に重点的に取り組むためには、各ウィラヤ内での理数科教員数は適切な数であるといえる。した

がって、研修機会を全理数科教員に均等に提供できるため、ウィラヤ・レベルでの教科別現職教員研

修グループ（単にMGMPという）を編制し、教科別現職教員研修を行うことは極めて効果的な仕組

みであると判断することができる。このような仕組みは、教員が継続的に専門能力を向上させていく

上でも有用であると考えられる。本来の指導科目が理数科ではなかった理数科教員が一部で配置され

ているが、MGMP 活動に出席することにより、パートナー大学のリソースパーソンからも理数科の

科目内容について学ぶことができる。 

対象 3県は、授業研究を活かしたMGMP活動を今後も継続し、MGMP活動のモデル地域として質

を向上させるように努めていく必要がある。これは、対象 3県で構築されたMGMP活動のモデルが、

訪問者のための「実験室」としての役割を担うためである。 

 

＜生徒の学力向上のための授業研究の有効性＞ 

リフレクションの際、教員は公開授業に出席している関係者からの意見やコメントを得ることによ

り、弱点を克服するように取り組んできた。このように、授業研究は極めて効果的な手法であり、教

員が専門的能力を継続的に向上させていく上でも意義ある活動と考えられる。授業研究は他の研修手

法とは異なり、個別の教員に対するものではなく、教員間の共同作業のもとに進めていく形態を取っ

ているため、全教員がそのプロセスに参加することが奨励されている。 

教員は授業研究を通じて、学習プロセスに参加していない生徒に対しても配慮するようになった。

以前は、生徒がなぜ理解できないのか理解しようともしなかったが、今では、生徒がなぜ理解できな

いのか理解するようになり、教員の意識や態度が大きく変わってきた。 

 

＜全校型授業研究＞ 

全校型授業研究（ESLS）を通じて、パイロット校には好ましい効果が現れてきた。最初に、学習

プロセスが適切に進められるようになってきたため、生徒の学力の向上が期待されている。次に、学

校の環境が適切な方向に変化してきた。具体的には、教員や学生が学校のやり方や実績に非常に満足

していること、校内が非常にきれいになってきたことなどが挙げられる。三番目に、生徒が他の教員

や訪問者から見られているという意識を持つことにより、学習意欲の向上につながっている。四番目

に、学校内の全教員が公開授業を行うため、今まで異なる研修に参加してきた教員とともに、経験や

知識を共有できるようになった。五番目に、教員は他の先生からのコメントに従って弱点を克服して

きたため、授業を行う自信を持つようになった。六番目に、理数科教員だけにより授業研究が行われ

る場合、教科内容そのものに引きずられる傾向があるが、様々な教科の担当教員が同時に授業研究に

参加すれば、「生徒の学びに基づく授業研究」という根本命題に到達しやすくなる。最後に、正の効
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果として、学校とその近隣のコミュニティ間の信頼関係が構築されてきたことがあげられる。多くの

関係者や教育者がパイロット校に訪問してきたため、近隣のコミュニティは学校に対して大きな関心

を寄せており、評判もよくなってきている。パイロット校は、生徒の両親から構成されるコミュニテ

ィ委員会を招待し、学校の教員や生徒を観察できるような機会も提供した。その効果として、スメダ

ン県のパイロット校では、入学を志願する生徒が増えてきた。 

 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの投入は、効率的にプロジェクト活動やアウトプットに転換された。 

 

（１）アウトプットの達成度 

• MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に必要な行財政措置 

上記の実績の確認で説明したように、DGQITEPや県教育局の強い関与により、MGMP（ウィラヤ・

レベル）活動に必要な行財政措置が取られるようになってきたといえる。対象 3県における県教育局

（関係者）は、全研修・ワークショップに出席した。MGMP 活動を実施するために、県教育局の関

与も明確に表明した。 

スメダン県では、県教育局予算が徐々に減少してきたものの、基本的には、対象 3県教育局は本プ

ロジェクト活動に必要な予算をできるだけ多く確保するように努めてきた。 

国民教育省も、授業研究を取り入れた MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の実施・普及についての

関与を明確に表明した。 

 

• 各研修活動の関係性の明確化と戦略化 

＜学校運営研修＞ 

校長向けの学校運営研修は、より良い学校運営とより質の高い教育を実現するために、校長の認識

を高めることを目的としている。校長の理解・イニシアティブ・支援がなかったら、授業研究の活動

を継続することは極めて困難である。本研修は 1 日間の研修であり、対象校のすべての校長が招待

されている。研修内容は、学校運営に関連するものが主であるが、その一環として学校での授業研究

活動をどのように企画・実施するかについても含まれている。しかしながら、第 2 年次に明確にな

ってきたことは、校長は授業研究活動に自ら参加したことがなく、授業研究が実際にどのように行わ

れているかについては、ほとんど知らなかったということである。この校長の理解不足が原因で、県

教育局や主幹校（ホームベース校）校長の度重なる招請にもかかわらずMGMP活動を欠席し続ける

教員がいたと考えられる。実際、教員のMGMP活動の参加率は予期していたより低く、例えばパス

ルアン県では 60％程度にとどまっている。そこで、低参加率を改善するために、臨時校長研修が 2008 

年 2 月から 3 月にかけて実施された。ウィラヤ・レベル校長研修の主眼は、校長が自ら公開授業を

参観し、リフレクションに参加する経験を得ることである。この実地体験を通じて、授業研究の効果

について校長自身が理解することにより、必要な交通費や時間割調整に配慮し、理数科教員がMGMP

活動に出席できるように努力していくことが期待される。 

 

＜MGMPファシリテーター研修＞ 

MGMP ファシリテーター研修は、プロジェクトの主要活動の 1 つである。対象となる研修員は、
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各対象県におけるMGMPファシリテーターとして選抜されたコア教員と指導主事（スクールスーパ

ーバイザー）である。県教育局の指導主事がファシリテーター研修や定期的なMGMP活動に出席す

るように招請されたのは、2年次以降の新しい取り組みである。ファシリテーター研修は、授業研究

の実践に焦点を当てて構成されており、特に授業の観察スキルの向上を目的としている。 

 

＜授業研究を取り入れたウィラヤ・レベルでの教科別現職教員研修＞ 

理数科教員は、授業研究を通じて大学のリソースパーソンや他の教員から新たな知識を習得するこ

とにより、実践的な教授能力を向上させることができた。MGMP 活動に参加した理数科教員の注目

すべき変化は、校長により監督されること、ミスを犯すこと、不明な点があるとき同僚に尋ねること

などに対して戸惑いを感じなくなってきたことである。教員は同僚と団結することにより、問題を共

有しその解決に向けて取り組むことができるようになってきた。さらに、最近では授業内容を充実さ

せるために、教員同士で集まって学校環境に応じた創造的な指導用教材を作成するようになった。 

授業方法に関しては、以前であれば一方的に指導科目を教えるだけであったが、今では、どのよう

に生徒が学び、どのように教員が生徒を支援するかについて考えるようになった。また、双方向の対

話を通じて、教員の考え方が徐々に変わりつつある。生徒にとって最良の方法を模索するように心掛

けており、生徒の行動を分析する観察力が鋭くなってきた。 

したがって、生徒を指導することに対して、教員は高い意欲、熱意、精神をもって励んでおり、教

員の意識改革は徐々に進んできているといえる。 

 

• MGMP活動に関するガイドライン 

プロジェクトのプロセスと経験を文書化することは極めて重要である。したがって、MGMP ガイ

ドラインには、プロセス、経験、問題発生時の解決方法を記載することが重要である。他県の学校が、

ガイドラインを通じて授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の内容を把握すること

ができれば、このモデルが他県の学校に向けて普及することが期待できる。このように、州・県教育

局、校長、教員に対して、経験・教訓・事例・課題を示すことは必要不可欠である。上記「実績の確

認」でも記載したように、現在、2種類のガイドラインを作成中である。 

 

• SISTTEMSのバントゥル県緊急支援プログラム 

2006年 5月 27日に発生した地震は、ジョグジャカルタ州や中部ジャワ州に甚大な被害を及ぼした。

本プロジェクトのサイトの 1 つとなっているジョグジャカルタ州バントゥル県は震源の真上に当た

ったため、特に被害が大きかった。そこで、当初予定していたプロジェクトの枠組みに従うものの、

その内容を一部変更して 2006年 9月から 2007年 3月までバントゥル緊急支援プログラムを実施する

こととなった。その方法として、技術協力プロジェクト「地方教育行政改善計画プロジェクト

（REDIP）」で活用されていたプロポーザル型活動費支援の方式を適用し、バントゥル県教育局と

JICA専門家チームによるプロポーザルの審査・承認後、学校と郡教育委員会（TPK）に「活動資金」

を配賦した。2006年 9月 25日に全 106校・15TPKに合計 30億ルピアの資金配賦を行い、その翌週

には各学校・TPKの口座に入金が確認された。資金配賦は円滑に進み、2007年 3月末には全活動が

完了した。活動の種類と学校・TPKの数は以下に示すとおりである。 
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表１ 学校と TPKの主な活動 

学校 TPK 

• 教室、図書館、トイレ、塀（学校のセキュ
リティのため）の修繕 

• 教科書、コンピューター、教材（特に理科
実験器具、人体模型、スポーツ器具など）
の購入 

• トラウマ対策の活動（カウンセリング、ス
ポーツ大会など） 

• 教科別コンテスト 

• 郡レベルのコンテスト（スポーツ、宗教、
教科別） 

• 教員のトラウマカウンセリング 
• MGMP 
• 校長会 
• 新カリキュラムに関する広報普及活動（ソ
ーシャリゼーション） 

• 授業研究 

（出所）業務完了報告書 1 

 

表２ 主な活動と学校数 

活動 学校数 

校舎の修繕 77校 

緊急教室の建設 7校 

教科書の調達 58校 

教材・機材の調達 71校 

コンピューターの調達 59校 

コンテスト（教科別、芸術、スポーツ、宗教） 43校 

トラウマカウンセリング関連活動 12校 

（出所）業務完了報告書 1 
（注）1つの学校は複数の活動を実施することが可能である。 

 

表３ 主な活動と TPK数 

活動名 TPK数（15TPK中） 

郡レベルのコンテスト（スポーツ、宗教、教科別） 12 

トラウマカウンセリング関連活動 8 

MGMP  7 

新カリキュラムのワークショップ 5 

健康診断 3 

生徒会研修 2 

校長会 1 

（出所）業務完了報告書 1 
（注）1TPKは複数の活動を実施することが可能である。 

 

（２）投入と活動の関係 

• 日本人専門家の配置状況 

全体的には、日本人専門家はプロジェクトにより策定された要員計画に沿って適切に配置された

（詳細はミニッツの添付資料 2参照）。しかしながら、各対象校で行われている授業研究を観察し、

パートナー大学のリソースパーソンや現場の教員に直接アドバイスするためには、専門家は 24の主
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幹校（ホームベース校）、全校型授業研究を行っているパイロット校、MGMP（ウィラヤ・レベル）

活動の開催校（対象 3県内の 67郡には約 320校が配置されている）を巡回しているのが現実であり、

専門家の全体的な人月数（M/M）は十分ではなかった。 

 

• 本邦でのカウンターパート研修 

本邦でのカウンターパート研修の参加者は、授業研究に関する概念や先進的な取り組みを学ぶこと

ができたため、研修は極めて効果的であったといえる。研修候補者は、インドネシア側との綿密な協

議で選定され、DGQITEP（1名）、各県教育局（3名）、各パートナー大学（3名）、ならびに、各県の

校長と教員 1名ずつ（6名）という構成であった。授業研究に関する帰国研修員のコメントは、以下

に示すとおりである。 

- 自分の学校で同僚とともに授業研究を実施した。 

- MGMP ファシリテーター研修、評価ワークショップ、MGMP フォーラムにおいて、授業研究に

ついて発表した。 

- MGMP活動に出席して、教員に技術的アドバイスを行った。 

- 近隣の高校や小学校に対して、授業研究に関する啓発活動を行った。 

- 県内近隣校の他の校長に対して、授業研究の考え方に関する普及活動を行った。 

- MGMPファシリテーター研修、校長向けの学校運営研修などを通じて、参加者に日本での研修内

容を発表し日本の経験を伝えた。 

- ウィラヤ・レベルのMGMP会合において司会を務め、議論を活性化させた。 

 

したがって、日本の小・中学校で行われている実際の「授業研究」を学んだことは、研修員にとっ

て非常に有意義な研修内容であったといえよう。 

 

• 機材の利用・維持管理状況 

当該プロジェクトにおいて、機材は概ね適切に維持管理かつ活用された（詳細はミニッツの添付資

料 4の「供与機材の維持管理リスト」参照）。 

 

• 前プロジェクト「初中等理数科教育拡充計画」のリソースの活用 

前プロジェクト「インドネシア初中等理数科教育拡充計画（IMSTEP）」を通じて、パートナー大

学の数理科学部長をはじめとするリソースパーソンとの信頼関係や協力関係が既に構築されていた。

JICA 専門家チームが学校現場で行われている授業研究に常時出席できるわけではないため、専門家

チームに代わりパートナー大学のリソースパーソンが対象校を訪問し、授業研究を観察した。高等教

育総局（DGHE）からの予算は不十分であったにもかかわらず、パートナー大学は、対象校にリソー

スパーソンを派遣し続けた（インドネシア教育大学 80名以上、マラン国立大学約 40名、ジョグジャ

カルタ国立大学約 30名）。これこそが、IMSTEPにより引き継がれた最も価値のあるリソースである。

パートナー大学からこのような支援がなかったら、本プロジェクトが成功に至ることはなかったであ

ろう。 
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（３）アウトプット達成のための外部条件 

• 各対象県でのMGMPファシリテーターの数 

各対象県でのMGMPファシリテーター（各ウィラヤでのコア教員）は、非常に熱心に取り組んで

おり、今後も職務を継続する意思があると考えられる。各対象県は 8つのウィラヤに区分されており、

数学のファシリテーター2名と理科のファシリテーター2名が、各ウィラヤの主幹校（各ウィラヤに

1つ）に配置されている。以の下表 4に示すように、プロジェクト開始以来、ファシリテーターの数

（3県で 96名）は維持されている。 

 

表４ 対象県での MGMPファシリテーターの数（2008年 5月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクト実施により、以下のようなインパクトが認められる。 

 

（１）上位目標達成の見込み 

• 授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動の普及 

授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の普及という観点から、以下のような展望

が見込まれる。 

- 教員の 4つの能力（教授法、専門性、人格、社交性）を判定する資格認証制度のポートフォリオ

評価は 10 項目から構成されており、そのうち 8 項目は授業研究の特性に関係したものである。

ポートフォリオ評価の各項目を完了すれば、教員の給与は 2倍になるが、農村部であればさらに

3 倍に跳ね上がることになっている。研修コースに参加すれば、教員はその研修の修了証書を取

得するが、その修了証書は特定の「項目」の一部として加算されることになっている。例えば、

授業研究に参加した場合、教員は授業研究の修了証書を取得するとともに、ポートフォリオ評価

の特定の「項目」の一部として実績が積み上げられていく。したがって、授業研究に参加する教

員の意欲が全国的に広がっていくことが期待できる。 

- インドネシア教育大学（UPI）は、①授業研究の研究開発、②授業研究の水準と質の向上、③授

業研究に関する出版物の提供とその普及活動－などを行うために、「インドネシア授業研究セン

ター」を設置する構想を持っている。その構想は UPIの学長を通じて高等教育総局に伝えられて

はいるが、その構想の実施に関してはまだ決定されていない。そのセンターが UPI内に設置され

れば、授業研究の研究機関として卓越したものになるであろう。 

- MGMPフォーラムは、授業研究の展開方法を紹介するために、対象 3県の近隣県を対象に開催さ

れた。近隣県の県教育局の指導主事（スクールスーパーバイザー）、校長、コア教員がMGMPフ

ォーラムに参加し、授業研究を実施する意欲が高まってきていると思われる。 

MGMPファシリテーターの数 
対象県 

数 学 物 理 生 物 合 計 
スメダン県 16 8 8 32 
バントゥル県 16 8 8 32 
パスルアン県 16 8 8 32 
合  計 48 24 24 96 

（出所）プロジェクトから入手した情報より。
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- クロンプロゴ県教育局は、本プロジェクト主催による MGMP フォーラムを通じて、バントゥル

県で有効な結果を出している授業研究に大きな関心を寄せ、授業研究の重要性を認識するに至っ

た。結果として、クロンプロゴ県教育局は、教員能力向上のための活動資金を獲得するために、

授業研究に関するプロポーザルを DGQITEPに提出した。プロポーザル承認後、県教育局は 7千

万ルピアを獲得し、スクールスーパーバイザーや LPMP講師による小・中・高の教員を対象にし

た授業研究関連の研修・セミナーを開催した。このように、MGMPフォーラムは、近隣県での授

業研究の普及に寄与している。 

- 西ジャワ州スメダン県教育局は、インドネシア・サンポルナ財団（Indonesia Sampoerna Foundation）

の援助により、高等学校に授業研究を導入する計画がある。 

- スメダン県教育局は、県教育局のスクールスーパーバイザーや小学校長に対して授業研究に関す

る啓発活動を開始し、既に 665の小学校長に対して啓発活動を実施した。 

- 西ジャワ州カラワン県は、MGMPフォーラムを通じて、授業研究の有効性を認識するに至った。

その結果、インドネシア・サンポルナ財団の援助を受けて、県内で授業研究を開始することにな

った。 

- 小学校の校長も公開授業に出席してきたことにより、授業研究の概念や実用性が、様々なレベル

の教育機関・団体に幅広く普及していくことが期待できる。 

- 本プロジェクトでは、対象 3県の宗教中学校の教員もMGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加し

てきたため、宗教中学校の教育の質も徐々に向上していくことが期待される。 

- 本プロジェクトは普通・宗教中学校と公立・私立校を対象にしてきたため、県教育局と県宗教局

間の交流や連携が増えてきた。 

- 県宗教局のスクールスーパーバイザーもプロジェクト活動に参加し始めた。この傾向は望ましい

ものであり、今後とも参加する頻度は増える見込みである。 

 

• 生徒の理数科学力の向上 

プロジェクト開始前、生徒は教員からの一方的な説明を受け、公式などを暗記するだけの授業であ

り、周りの生徒と比較して、数名の生徒のみが良い成績を収めるような状況であった。しかしながら、

プロジェクト開始後、生徒に変化が表れてきた。彼らは、グループディスカッションを通じて理数科

に対する理解を深めるようになり、多くの生徒の姿勢や態度が以前よりも積極的になってきた。公式

の丸暗記ではなく、公式の導き方そのものを理解しようと努めており、これは生徒にとって大きな前

進である。 

教員の考え方や教え方が、授業研究を通じて徐々に変わってきた。教員が生徒に指導する際、具体

的で容易な事例から抽象的で複雑な事例へと段階を踏んで説明・指導するようになってきた。以前の

授業形態と比較しても、生徒は授業に遅れずについていけるようになった。このように、生徒にとっ

て授業研究は極めて効果的であるため、将来的には、生徒の理数科の学力が向上する見込みは高いと

考えられる。 

 

（２）上位目標達成のための外部条件 

• 授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動に関する州・県教育局の方向性 

評価調査団による対象州・県教育局へのインタビューによれば、プロジェクト終了後も活動を継続

するために、校長や教員と連携して、授業研究を促進させる意向であった。 
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（３）上位目標以外の正のインパクト 

正のインパクトとして以下のようなものが挙げられる。 

- 以前の授業では、生徒は静寂の中で受動的に授業を受けていた。しかしながら、今では、非常に

積極的に友人と議論するようになり、教員に対しても質問をするようになった。生徒は、ためら

うことなく教員に質問することができるようになり、学校環境においても、よい変化が徐々に表

れてきた。このような環境のなかで、生徒の学力は着実に向上してきているといえる。 

- 授業研究を通じて、教員間の連携が強化されてきた。このような連携のもと、将来的に教員間の

教授能力の差がなくなることが見込まれる。 

- 理数科教員は、授業研究を通じて生徒を指導するための革新的な方法を多く学ぶことができた。

そこで得た方法は、他の科目に対しても適用可能であると考えられる。例えば、バントゥル県の

3つのクラスターでは、英語の授業研究を自発的に進めている。 

 

 

４－５ 自立発展性 

本プロジェクトの関係当局によって人材と財源が適切に確保されれば、プロジェクトの自立発展性

は見込まれるであろう。 

 

（１）インドネシアの政策支援 

• 国家教育開発戦略 2005-2009（教育分野） 

「３－１ 妥当性」で説明したとおり、教育分野の国家教育開発戦略 2005-2009 によれば、授業研

究を取り入れたプロジェクト活動は、「教育の質の向上」に資する支援として位置づけられているた

め、プロジェクト終了後も国民教育省の方針に沿って政策支援は行われるであろう。 

 

（２）組織能力 

• 将来的な要員配置の見通し 

プロジェクト終了後、授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動のアドバイザーとし

て、県教育局の指導主事（スクールスーパーバイザー）が、パートナー大学のリソースパーソンの後

を引き継ぐことが期待されている。しかしながら、校長や教員は、MGMP（ウィラヤ・レベル）活

動のアドバイザーとして、指導主事の技量や能力に疑問を抱いている。特にリフレクションにおいて、

パートナー大学のリソースパーソンが、モデル教員に向けて適切なコメントをしてきたように、指導

主事が適切なコメントを提供できるかどうかは不安視されている。 

インドネシア国内の他地域に向けて授業研究を普及させていくためには、MGMP ファシリテータ

ー（コア教員）の数が十分ではない。他地域における多くの学校が、将来的に授業研究を取り入れよ

うとする場合、授業研究の内容を正しく伝えられる指導能力を持つ教員数は十分ではない。結果的に、

中身のない授業研究が誤解を生んだまま広まり、それらの学校で教えられることが危惧される。 

 

• 今後の LPMPの役割 

教育の質保証機関（LPMP）の役割は、本プロジェクトで行われている授業研究を観察することで

ある。LPMPは、DGQITEPから拠出されているプロポーザルに基づいた活動資金を県レベルのMGMP

に配賦する責務も負っている。県レベルのMGMPが LPMPにプロポーザルを提出する際、LPMPは
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授業研究の内容を盛り込むように奨励している。その活動資金は、リソースパーソン、報告書の作成、

交通費、軽食、文具などへの支払いに使われている。 

LPMPは、授業研究の考え方や内容に関しては理解しているものの、実際に授業研究をどのように

活用していくかについては十分に理解しているとはいえない。LPMP講師は、もっと頻繁に各校で開

催されている授業研究に参加していくとともに、授業研究の講師としてパートナー大学で授業研究を

学ぶ必要がある。しかしながら、LPMP講師が、授業研究に出席するためには、県教育局と学校から

正式なレター、あるいは彼らの上司の許可が必要である。将来的には、ためらうことなく授業研究に

出席できるように、今後の LPMP講師の役割や活用方法について、LPMP所長と協議することが重要

である。 

 

（３）授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動のための予算措置 

• 対象県教育局の財政状況 

表 5 で示すように、対象県教育局は、日常の授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活

動のための地方政府予算（APBD）を確保するように努めていることが認識される。2006 年度以降、

バントゥル県とパスルアン県での県教育局予算は増加してきた。しかしながら、スメダン県において

は、県政府の全体予算が 30％減少したため、県教育局の予算も小額ずつ減ってきている。このよう

な財政的に厳しい状況から考えても、スメダン県教育局は、本プロジェクト活動に関する予算をでき

るだけ多く確保するように努めている。したがって、対象 3県教育局は、予算確保の取り組みと授業

研究への強い関与という観点から、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動を今後も継続していくことが

期待できる（詳細はミニッツの添付資料 5の「SISTTEMS運営経費」参照）。 

 

表５対象 3県における MGMP活動のための地方政府予算（2006-2008年度）  

       単位：(x 1,000) Rp.  

 2006年度 2007年度 2008年度 合 計 

スメダン県 115,000 111,000 (-4.3%) 110,500 (-0.5%) 335,500 
バントゥル県 60,000 67,500 (12.5%) 100,000 (48.1%) 227,500 
パスルアン県 75,000 90,000 (20.0%) 199,000 (121.1%) 364,000 

（出所）プロジェクトチームにより抽出・収集されたデータ。 

（注1）カッコ内のパーセンテージは、前年度と比較した予算の増減を表す割合である。 

（注2）2008年度は、各県教育局により見積られた予算である。 

（注3）インドネシアの予算年度は、1月1日から12月31日までとなっている。 

 

• MGMP（ウィラヤ・レベル）活動のための予算措置 

授業研究を活かしたMGMP（ウィラヤ・レベル）活動の費用は、教職員資質改善局（DGQITEP）

から県教育局、最終的には学校へ配賦されることになっている9。DGQITEPは、授業研究の普及を目

的として、全 LPMPに対して 3～5億ルピアの活動資金も提供している。 

                                            
9 以下に示すとおり、DGQITEPは、毎月、各対象県の教育局に対してMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のための予
算を配賦することになっている。 
各対象県につき、75,000 ﾙﾋﾟｱ/教員（旅費 50,000 ﾙﾋﾟｱ、軽食 25,000 ﾙﾋﾟｱ）×300名×2回/月。 
実際には、教員数は 600名以上であるため、その不足分は、県教育局と学校（学校運営予算を通じて）により賄われ
ていることが考えられる。 
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県教育局は、地方政府予算（APBD）を通じてMGMP（ウィラヤ・レベル）活動のための予算を計

上している。県教育局が学校運営予算の基準を設定したため、各学校では授業研究の内容を学校運営

予算に反映させることになっている。したがって、各学校は県教育局の承認を得るために、授業研究

の内容を学校運営予算に盛り込む必要がある。このように、各学校は将来的に学校運営予算やその他

の資金を通じて、授業研究を活かしたMGMP活動のための予算を確保することが見込まれている。 

プロジェクト終了後、パイロット校は全校型授業研究のための予算（具体的には、指導用教材、交

通費、軽食など）を確保することになっている。県教育局が全校型授業研究のための資金を配賦でき

ない場合には、生徒の両親から構成されるコミュニティ委員会と学校運営予算が主要な財源として考

えられる。 

パートナー大学に関しては、残念なことに、高等教育総局（DGHE）からの財政支援が 2008 年 1

月から停止しており、授業研究を活かした MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に悪影響を及ぼしてい

る。しかしながら、DGQITEPは、授業研究の普及を目的として、対象 3州（ジョグジャカルタ特別

州、西ジャワ州、東ジャワ州）の LPMPを通じてパートナー大学に 10億ルピアの活動資金を配賦す

ることになっている。 

 

（４）移転された知識やスキルの各学校での活用 

MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加した教員は、公開授業を継続していく意向を持っており、

他の教員とともに知識やスキルを共有するように心掛けている。パスルアン県の校長によれば、授業

研究で大切なことを学んだ教員は、それに参加していない教員と比較して、より卓越した授業計画を

作成できるようになったとのことである。このように、授業研究の考え方は、MGMP 活動に参加し

た教員を通じて各学校で実際に活用されるであろう。それらの教員により各学校は刺激を受け、活気

が出てくることも期待できる。 

 

４－６ 結論 

本評価調査を通じて、本プロジェクトは概ね所期の成果を収めたことを確認した。PDM に定義さ

れた活動、成果、プロジェクト目標は概ね達成されている。本プロジェクトで試行したMGMPの再

編と授業研究の導入は、いずれもインドネシア側（国民教育省、州・県教育局、教員）により効果的

であるとの評価を受けており、教員の教授能力の向上、生徒と教員（学校）との関係改善などの効果

が見られる。また、各関係機関のコミットメントにより、ウィラヤ・レベルでのMGMPと授業研究

に対する予算面・制度面での支持は強固であるといえる。しかしながら、授業研究を真に理解し的確

なリフレクションを行える人材は、大学講師や各県教員の中でも限られており、今後の自立発展に向

けさらに核となる人材の育成が求められる。 

 本プロジェクトの特筆すべき事柄として、パートナー大学の役割が挙げられる。担当科目の教科知

識が不足している教員が多い理数科において、大学講師陣によるMGMPのファシリテーションやモ

ニタリングは単に授業研究の PDSサイクルの定着のみならず、教員の教科能力の向上にも貢献した。

本プロジェクトにおけるパートナー大学が果たした役割は大きく、プロジェクトサイトにおける定着、

全国レベルでの展開にあたり、大学と行政（特に国民教育省）との連携を引き続き強化、改善してい

くことが重要である。 
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第５章 提言・教訓 
 

 

５－１ 提言 

本評価調査に基づく、プロジェクトへの提言は以下のとおり。これまでの達成状況を踏まえ、プロ

ジェクトの成果をより強固にしていくために関係者が至急取り組むべき課題を提起した。提言の大部

分はインドネシア人 C/Pが、プロジェクト協力期間を超えて自立的に授業研究を活かしたMGMP（ウ

ィラヤ・レベル）活動を実施していくことを前提としている。国家レベルで授業研究の普及推進につ

いても言及している。 

 

（１） コアとなる人材の能力開発 

授業研究が今後自立的に運営されていくかどうかは、MGMP 活動に参加している教員が授業研究

を新たな知識に触れることができる有用な機会だと認知するかどうかにかかっている。この観点から、

授業研究の自立発展性にとって欠くべからざる要因は、MGMPファシリテーター、指導主事、校長、

LPMP講師陣等の主要人材の能力が十分であり、授業研究に有意義で有用なインプットをできること

である。現時点では、すべてのキーパーソンが授業を観察し、計画とリフレクションをファシリテー

トしていくのに必要な能力を有しているとは言い難い。加えて、これら主要人材の人数自体も十分で

はない。これら主要人材は今後の授業研究の自立発展と普及拡大に不可欠な存在であることから、彼

らに対する継続的な能力強化が必要である。 

このため、日本人専門家チームとパートナー大学は、国民教育省の幅広い関係者（初中等教育管理

総局、高等教育総局、教職員資質改善総局内の教育訓練局以外の局）に対し授業研究を紹介すること

が望まれる。これにより、中央レベルでの様々な関係者による協業が実現すると、プロジェクトが直

面している問題に対するフォローアップが実施される見込みが高くなる。これに関連し、教職員資質

改善総局は日本人専門家チームと協力し、2008 年 7 月までに、全体的な管理体制、各部局の役割、

使用する予算やツールなどを明らかにしたフォローアップ活動計画資料を作成することが望ましい。

このような文書を作成することで、日本人専門家チームの支援を得て、主要人材の能力強化のための

調整活動が実施される見込みである。 

 以下は、主要人材の能力強化に関する調査団からの提言である。 

 

① MGMPファシリテーター 

MGMP ファシリテーター研修はプロジェクトの中核を成すものであるが、MGMP（ウィラヤ・レ

ベル）活動を維持し、かつ授業研究を普及していくには、ファシリテーターの人数が不足している。

MGMP ファシリテーター研修は日本側の予算で行われているため、対象県におけるファシリテータ

ー増員のための財源を探す必要がある。 

 現在のMGMPファシリテーターに関しては、授業研究を活用したMGMP（ウィラヤ・レベル）活

動が参加教員にとって有意義なものとしていくのに必要な能力、技術を継続して磨いていく必要があ

る。このためにも、パートナー大学の講師による現場での技術指導も継続される必要がある。調査団

は、MGMP ファシリテーターが彼らのファシリテーターとしての責務を今後とも果たしていきたい

という意思があることを確認した。 
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 さらなる提言としては、MGMP ファシリテーターの再訓練と増員のために、国民教育省の教職員

資質改善総局（DGQITEP）、県教育局、パートナー大学で新たな協業の可能性を探すべきである。 

 

② 指導主事 

指導主事がリソースパーソンとしての機能を果たすためには、授業の観察と分析に関するさらなる

能力強化が必要である。これらの能力は、実際の授業研究に参加することで高めることができる。こ

のため、プロジェクトの残りの期間、指導主事はパートナー大学の講師に可能な限り同行し、授業研

究を活用したMGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加することが強く求められる。 

 教職員資質改善総局内の教育職員局は、指導主事の能力強化を所掌する部局であることから、日本

人専門家チームは同局との将来的な協力についても可能性を探るべきである。同局であれば、指導主

事に対する研修の財源を提供できる可能性がある。協力の可能性に関する情報は、収集した後、県教

育局と共有するべきである。大学が指導主事に対する研修を提供する可能性についても検討すべきで

ある。 

 

③ 学校長 

 学校長の強いリーダーシップとコミットメントは、MGMP（ウィラヤ・レベル）活動の継続と全

校型授業研究の実施に必要不可欠であり、これらは授業研究が継続的な教員の専門能力開発に有効で

あると理解すればこそ生まれてくるものである。 

 したがって、授業研究の普及に際しては、学校運営研修を一つの構成要素とし、授業研究が学校の

活動計画に盛り込まれ、予算手当てがなされることを確保すべきである。併せて、教職員資質改善総

局の教育職員局が実施する学校長マネジメント研修に授業研究を取り入れることが望ましい。 

 将来的には、学校運営の強化、透明性の向上、予算に関する説明責任の強化の観点から、各学校が

作成する年間活動計画にすべての活動と財源を明記するよう強化していくべきである。このため、県

教育局が各学校の学校開発計画に授業研究を盛り込むように指導することは、今後も継続されさらに

強化されてしかるべきである。 

 

④ 教育の質保証機関の講師 

国民教育省の教職員資質改善総局によれば、授業研究をそれぞれの州で拡大していくことは、教育

の質保証機関（LPMP）の重要な役割であるとのことである。しかし実情は、LPMP の授業研究に関

する経験と能力は非常に限られているため、教職員資質改善総局と LPMP は共同してこのギャップ

を埋める必要がある。このため、実際の授業研究に参加する機会を拡大し、LPMPの能力を向上させ

ることは喫緊の課題である。MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に LPMPの講師が参加できるように、

県教育局と LPMPが調整を行うことが求められる。取るべき組織的な対応策を以下に示す。 

 授業研究に関する理解を深めるため、授業研究の各サイクルに LPMP 講師が積極的に参加する

ことを促進する。 

 LPMP講師の技術力と知識を向上させるため、OJTによる授業研究の研修の計画・実施をパート

ナー大学と共同で行う。 

 パートナー大学が実施する授業研究を受講する可能性を検討する。 

 授業研究普及のため、州・県教育局と共同で学校の質をマッピングする。 
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（２） 授業研究の効果的な実施のための制度的・財政的な基盤の整備と強化 

① パートナー大学との協業 

本プロジェクトにおけるこれまでの経験から明らかなように、授業研究の自立発展性と質の保証に

は県教育局とパートナー大学の協力が極めて重要である。既述のとおり、パートナー大学にはMGMP

（ウィラヤ・レベル）活動の支援に加え、授業研究の全国展開についても重要な役割が期待されてい

る。 

 パートナー大学が継続的に技術支援を行っていくためには、国民教育省の 3総局（教職員資質改善

総局、高等教育総局、初等中等教育管理総局）、宗教省、地方政府、パートナー大学の間で、制度的・

財政的な基盤を整える必要がある。当座のパートナー大学の活動支援としては、教職員資質改善総局

からプロジェクト対象県に対して、LPMPに申請する MGMP用のブロックグラントに大学講師の交

通費等を盛り込むよう勧奨するべきである。他方で、議事録確認のような形式でパートナー大学と関

係者間で制度的・財政的な基盤整備を行う必要もある。 

 

② 州教育局、県教育局、LPMPの協業の強化 

プロジェクト対象県のある州において、授業研究の州内普及を促進するために、州教育局はリソー

スパーソン（指導主事やMGMPファシリテーター）や大学講師の支援を得ながら、県教育局と調整

していくことが求められる。 

 普及のためのソーシャリゼーションについては、州教育局、LPMP、パートナー大学、対象県のリ

ソースパーソンの間で、組織的に実施体制を組む必要がある。LPMPの講師が学校で行われている授

業研究に参加し、実地で経験を積むことは重要である。しかし、招待状がないという理由で参加でき

ない講師もいる。今後、授業研究の普及に LPMP が果たす役割が大きいことから、関係者間で授業

研究を普及していく人材育成のための組織的合意を形成する必要がある。 

 

③ 財政面での説明責任と透明性の強化 

 本調査を通じて、授業研究の実施・普及のために利用できる予算には様々なものがあることが分か

った（教職員資質改善総局・LPMP、州予算、県予算、プライベート・セクターなど）。様々な財源

があることは好ましいことではあるが、これらの予算が整理され、管理されているとは言い難い。結

果として、それぞれの予算・財源がどのように配賦、管理、報告されているかは不透明である。 

 それぞれの予算の説明責任と透明性の向上のために、多様な予算・財源を管理する手段を確立する

ことが望まれる。 

 

（３） 授業研究の他科目（理数科以外）への適用 

いずれのプロジェクト対象県も授業研究を理数科以外の科目にも適用していきたいという意向を

持っていることから、近い将来、パートナー大学の他の学部と協力していくということが想定される。

このような状況にあることから、インドネシア教育大学（UPI）が行っている学内他学部への授業研

究の普及は、授業研究の普及拡大を担うコア人材を育成するという意味で歓迎すべきことである。 

 州・県教育局が理数科以外の科目にも授業研究を拡大していきたいという意向を持っているならば、

パートナー大学の理数科以外の学部とも協力関係を構築することが望ましい。 
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（４） 国レベルの関係者間でグッドプラクティスや経験を共有すること 

将来授業研究を実施する学校や県は、プロジェクト対象県でMGMP（ウィラヤ･レベル）活動と全

校型授業研究に関するインドネシアの現場におけるグッドプラクティスを見て知ることが推奨され

る。実際に現場を見ることが、MGMP（ウィラヤ･レベル）活動と全校型授業研究の実施方法をより

適切に理解することにつながる。 

このため、プロジェクト対象県では授業研究を活用したMGMP（ウィラヤ･レベル）を、教員の持

続的で効果的な能力開発の一形態として継続することが期待される。こうすることで、現在のプロジ

ェクト対象県がMGMP（ウィラヤ･レベル）ベースの「授業研究ライブラリー」として機能し、対象

州の他県に対する普及が成功することが見込まれる。 

パートナー大学に関しては、UPIが授業研究に関する知見の蓄積・共有を目的としたレファレンス

センターを作るなど、普及に向けて一歩先んじた取り組みを行っている。同センターは、①授業研究

に関する研究開発、②品質保証のための基準作成、③広報・出版を通じて授業研究を全国普及するこ

と－を目的としている。このような取り組みは、授業研究普及のモメンタムを維持する取り組みであ

り、普及のための制度的・財政的基盤を強化するものであるため、政策レベルで支援していくことが

望まれる。 

 

 

５－２ 教訓 

（１）平等性と機会 

教員の継続的な職能開発のためには、教育行政が平等性の確保と機会の提供を行うことが重要であ

る。教科別現職教員研修（MGMP）を活性化するために、本プロジェクトは対象 3 県にてウィラヤ

と呼ばれるクラスター単位でMGMPを編成し、全理数科教員がすべての研修会に参加することを目

指した。これにより、これまで限られた教員が参加していた県単位のMGMPと異なり、アクセス可

能な場所に研修の拠点が形成され、全教員に定期的・継続的に能力開発の機会を平等に提供すること

ができた。あわせて、すべての中学校（私立マドラサのみ自発的な参加）を対象としたことで、学校

の種類によらず全教員に継続的な職能開発の機会を提供することができた。 

 

（２）クラスターの形成とクラスター内でのコア学校の設置 

本プロジェクトでは、県を 8つのクラスターに分け、さらにクラスターごとに幹事校を設置するこ

とで持続性を確保することができている。クラスター内では同じ教科の教員同士でネットワークが形

成され、情報共有や協働して問題解決に当たるといったことが行われるようになった。 各幹事校は

単にMGMP運営の中心となるだけではなく、周辺校の教員の活動をモニタリングするなどの活動を

行っており、将来的にはリソース校的な存在にもなりうる可能性をもっている。 

 

（３）質保証のための学術機関の活用 

教育の質を改善するためには、行政による努力と大学のような外部機関の協力を組み合わせること

は実践的で有効な方法である。行政は教員研修制度を構築するが、制度そのものが研修の有用性と実

践性を保証するわけではない。研修が有益で質の高いものとなるには、行政と大学などの学術機関と

の協業が望まれる。教育の質の向上を実現するという観点から、本プロジェクトにおけるパートナー

大学が果たした役割は大きいといえる。行政と学術界の協働により、理論面と実用面での連携が促進
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された。本プロジェクトは、大学側にとっては学術研究や教員養成課程の改善に有益であり、行政側

にとっては学術的な知見の不足を補うなど、双方にとって中長期的に大きな利益があったといえる。 

 

（４）各活動間の一貫性や関連性と多層にわたるステークホルダーへの働きかけ 

プロジェクトでの活動（校長研修、ファシリテーター研修、MGMPフォーラム、MGMP活動など）

はプロジェクト目標達成に向けて相互に密接に関連している。すべての研修とワークショップは各活

動間のシナジー効果を出すために順番に配列されている。MGMP 活動実施には校長の理解醸成とフ

ァシリテーターの能力開発が不可欠なため、校長研修とファシリテーター研修の両方を行い、MGMP

活動は順調かつ効果的に実施された。こうした活動により多層にわたる関係者（地方教育行政官、指

導主事、校長、ファシリテーター、教員）に働きかけを行うことにより、関係者間のより良い関係を

構築することができた。 

 

（５）プロジェクト活動を地方政府の教育政策や学校開発計画へ取り込む 

自立発展性を確保するために、対象県では、地方政府の教育政策や学校開発計画にプロジェクト活

動を盛り込み、既存の資金源を利用することが確認された。県政府は校長に対して学校計画に教員が

MGMP（ウィラヤ・レベル）活動に参加するための計画を取り入れるように校長会を通じてガイダ

ンスを行っている。このように、地方政府の教育政策や学校計画にプロジェクト活動の要素を盛り込

むことは、事業の継続性を確保するための重要な手段になっている。 
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